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2021 年の東京オリンピック・パラリンピ
ックに合わせて東京栄養サミットが開催され
たことは記憶に新しい。次回の栄養サミット
はパリオリンピック開催後の 2025 年３月に
パリで開催することが発表されている。東京
栄養宣言では、先進国・開発途上国を問わ
ず、低栄養と過栄養の二重負荷が注目された。
1.5 億人の子どもが発育阻害となっている一
方で、世界の 20 億人が過体重または肥満で
あり（うち 70％が低・中所得国）、生活習慣
病のリスクに関連する。

食と栄養の安全保障については、2008 ～
09 年の食糧価格高騰と世界的金融危機を契
機に、貧困と飢餓・低栄養が注目されたこと
に始まり、国連や国際機関が中心となって
様々な国際的な目標が設定され取り組みが行
われてきた。2015 年に採択された持続可能
な開発目標（SDGs）において、すべての人々
が安全かつ栄養ある食料を確保することが目
標とされ、あらゆる形態の栄養不良の解消と
ともに、持続可能な食料生産システムの確保
と強靱（レジリエント）な農業の実践に注力
することがターゲットとなったことは、開発
途上国の農業・農村開発に携わる者として賛
同の意を強くした。

農業・食料システムを通じた栄養改善の方
策は大きく４つあると考える。①一般消費者

向けには栄養に配慮したバリューチェーンの
構築、②コミュニティー・ベースでは家庭菜
園の推進や学校給食の拡充、③農産物の生
産・流通における質と量の確保（栽培時や収
穫後保存時の安全性の確保、栄養価の高い農
産物の年間を通じた生産、気候変動に適応し 
た品種や灌漑等）、④農家の農業経営能力の
向上を通じた所得向上により、消費者として
の農家が栄養価の高い農産物を市場から入手
すること、である。

2018 年に国際農業開発基金（IFAD）が作
成した栄養に配慮したバリューチェーンの指
針によると、食のバリューチェーンを栄養レ
ンズを通して見直すことで、栄養改善につな
がるという。具体的には、①社会的なキャン
ペーンや教育による行動変容を促進する、②
消費者が健康に良い食物を選択できるよう、
多様な作物や食品を販売する、③経済的価値
のみではなく、栄養価、フードロス、フード
セーフティなどを付加価値とする、④ジェン
ダー、気候変動、環境保全への副次的効果に
も着目する等が提言されている。

栄養改善は農業・食料分野のほか、水・衛生
環境の向上、保健サービス、栄養と健康に関す
る教育の推進、さらにはジェンダー平等や社
会的保護など地道な取り組みが欠かせない。
栄養に配慮した食のバリューチェーンは、戦
略的に商品開発やマーケティングを行うこと
で栄養改善のゲームチェンジャーとなる可能
性は十分にあるのではないかと感じている。

食と栄養のバリューチェーン

巻 頭 言

一般財団法人ササカワ・アフリカ財団　事務局長

睦好　絵美子

MUTSUYOSHI Emiko: Food and Nutrition Value 
Chain.
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特集：食と栄養のバリューチェーン

櫻井　武司

はじめに

持続可能な開発目標（SDGs）の目標２は、
2030 年までにあらゆる形態の栄養不良を解
消することをターゲットとしている。中でも、
指標が整備されている５歳未満の子どもの発
育阻害（stunting）や衰弱（wasting）につ
いては具体的な目標を掲げている。発育阻害
を一言でいうと標準的な子どもと比べてかな
り身長が低い状態（低身長）であり、衰弱は
身長と比べて体重が低い状態（低体重）であ
る１。発育阻害は、胎児期を含む成長初期の
慢性的な栄養不足を反映していると考えられ
ることから、長期にわたる栄養不良の指標と
して用いられている。また、成長初期に被っ
た低栄養状態は、学齢期や成人期において、
認知能力や身体能力にも悪影響を及ぼすこと
が知られているため、発育阻害を軽減するこ
とは当該社会にとって重要な課題である。他
方、衰弱は栄養摂取の不足や病気により短期
的に体重が減少している状態であり、命の危
機にかかわるため、早期に発見して救済する

ことが求められる。
発育阻害を指標とすると、アフリカの栄養

改善は徐々に進んでいると言える。2000 年
から 2022 年の期間で見ると、世界全体の５
歳未満の発育阻害児率が 33.0％から 22.3％に
低下したのに対して、アフリカ全体では 40.8
％から 30.0％に低下した（UNICEF, WHO, 
World Bank 2023）。アフリカの発育阻害児
率はまだ世界に比して高いものの、過去 20
余年の栄養改善の進捗が劣るというわけでは
ない。アフリカの国ごとにみると、2022 年
の時点で５歳未満の発育阻害児率が 35％を
超えている国は、データのある 54 ヵ国中 10
ヵ国に過ぎず、多くの国で栄養改善が進んで
いることがうかがえる（図１）。

しかし、この発育阻害児率の低下は国際的
な目標達成という点からは満足できるもので
はない。UNICEF, WHO, World Bank（2023）
によれば、現在のペースで減少すると、2030
年には世界の発育阻害児の数は１億 2850 万
人、その比率は 19.5％となる。これでは、
2030 年までに 2012 年の発育阻害児数を半減
するという目標（8890 万人、13.5％）は達成
できない。この予測によると、目標とのギャ
ップの大半（74％）はアフリカに起因する。
しかも、サブサハラ・アフリカの主要な部分
を構成するアフリカ西部、東部、中央部の３
地域でギャップの 66％を占めている。した
がって、アフリカの、とりわけサブサハラ・

アフリカにおける栄養改善：市場の役割

SAKURAI Takeshi： Nutritional Improvement in 
Africa ―The Role of the Market―.

１ 発育阻害と衰弱は、世界保健機構（WHO）が作成
した世界標準の成長曲線に基づいて定義される。
発育阻害は、計測された身長がその月齢の標準身
長から２標準偏差以上低い場合である。衰弱は、
計測された身長に対する標準体重を基準にして、
体重が２標準偏差以上低い場合である。
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図１　アフリカ諸国の５歳未満児の発育阻害（stunting）率
出所：UNICEF, WHO, World Bank（2023）に掲載されたデータに基づき著者が作成
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アフリカの栄養改善を加速することは極めて
重要な国際的課題である。

サブサハラ・アフリカの栄養不良というと、
頻発する旱魃や紛争による食料不足を想起す
ることが多いと思う。実際、アフリカの旱魃
や紛争と発育阻害には有意な相関が見いださ
れている。例えば、紛争国の発育阻害児率は、
地域全体の平均値と比較して有意に高い

（Boerma et al . 2019）。また、降水量の減少
と子どもの低身長の有意な関係がサブサハ
ラ・ ア フ リ カ で と り わ け 強 く 見 ら れ る

（Cooper et al . 2019）。Quamme and Iversen
（2022）の文献レビューでは、こうした環境
要因の他には、母親の教育や乳幼児に与える
食事の内容がサブサハラ・アフリカに共通の
発育阻害発生の要因としてあげられている。
旱魃や戦乱による食料不足の場合は、政府や
国際機関が食料を緊急に無償で提供すること
が第１の対策であろう。食料の配給は、短期
的な衰弱に対処するだけでなく、長期的に発
育阻害の発生の予防となる。しかし、アフリ
カの大半ではそうした危機的事態の直接的な
影響を被らない生活が営まれている。そのよ
うな場所でも発育阻害の問題が存在するが、
費用のかかる食料の無償配布による解決は困
難である。

アフリカは 2000 年代に急速な経済成長を
開始した。2010 年代にその勢いは低下し、
また近年では新型コロナウイルス感染症拡大
の影響を受けたものの、長期にわたり比較的
順調な成長を遂げてきた。経済成長により消
費者の購買力は向上してきており、子どもの
栄養改善は養育者が選んで購入した食品を子

どもに与えることで実現するものとなった。
正の外部性を持つ公共財としての栄養改善に
おける政府の役割は常に重要ではあるが、市
場に食料を供給するのは民間事業者であり、
それを購入するのは個々の家計である。した
がって、政府は栄養改善に民間事業者の利潤
動機を活用するべきであろう。本稿では、ア
フリカ諸国の中でも対照的なガーナとマダガ
スカルを取り上げ、市場における食品購入を
通じた栄養改善の可能性を考察する。

１．ガーナとマダガスカル
図１からわかるように、2022 年のガーナ

の発育阻害児率は約 13％であり、サブサハ
ラ・アフリカ諸国では非常に低い国の一つで
ある。他方、マダガスカルはサブサハラ・ア
フリカ諸国の中で発育阻害児率の高い国の一
つである（約 39％）。

世界銀行によると２、国内貧困線に基づく
ガーナの貧困者比率は 39.5％（1998 年）、
23.4％（2016 年）と順調に低下しているのに
対して、マダガスカルのそれは 70.8％（2001
年）、75.2％（2022 年）であり、貧困者比率
はむしろ増加している。両国とも都市人口比
率が年々増加しており、2022 年の推計でガ
ーナとマダガスカルの都市人口比率はそれぞ
れ 59％と 41％である。経済成長の続くガー
ナで都市への人口集中度が高い。ここで特筆
すべきは、都市と農村の貧困者比率である。
ガーナの 2016 年のデータでは、都市の 6.7％、
農村の 47.5％が貧困である。マダガスカルの
2022 年のデータでは、都市の 55.5％、農村
の 79.9％が貧困である。

ガーナでもマダガスカルでも、都市の住民
は食料を基本的に購入している。所得が低け
れば、主食に偏り肉や野菜の購入が乏しくな

２ ガーナの貧困の状況は World Bank（2020）、マダ
ガスカルの貧困の状況は World Bank（2024）にそ
れぞれ基づいている。
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つ母親を無作為に選び、その母親の属する世
帯を調査の対象とした。調査対象は 12 地区
の 425 世帯である。

１）農家と非農家の違い
425 世帯のうち農家は 337 世帯、過去１年

間に農業生産のない非農家は 88 世帯であっ
た。地元で購入できる乳児向けの補完食品の
利用状況は、フォーミュラミルク（乳児向け
に栄養が強化された粉末または液体ミルク）
が 44.2％、通常の粉末牛乳が 50.6％、離乳食
品（穀物粥などの離乳期向け加工食品）が
50.2％であり、食品企業が販売する補完食品
の利用が浸透していることが確認できた。回
帰分析により所得や教育水準を制御すると、
農家は非農家と比べて離乳食品への支出額が
有意に低いこと、しかしフォーミュラミルク
への支出額は両者に違いがないことが明らか
となった。このことは、農家は離乳食品を購
入する代わりに自家生産した農産物を使う傾
向があることを示唆している。次に、対象を
農家に限定し、主食用農産物（キャッサバ、
調理用バナナ、ヤムイモ、タロイモ、メイズ）
と離乳食品との関係を分析したところ、フォ
ーミュラミルクはメイズと、離乳食品は調理
用バナナとそれぞれ代替関係があることがわ
かった。ビタミンやミネラル等の微量栄養素
が強化されたフォーミュラミルクや離乳食品
と比べて、メイズや調理用バナナでは栄養不
足になる可能性がある６。

２）新しい栄養補助食品の販売実験
栄養不足となる可能性のあるメイズや調理

用バナナを乳児に与えるのはなぜだろうか？
第１に母親は栄養不足について認識していな
い可能性がある。しかし、たとえ栄養不足に

ることは容易に予想できる。貧困者の少ない
ガーナの都市部で子どもに発育阻害が発生す
るならば、養育者が適切な食料を子どもに選
んでいないことになる。農村では、農民は食
料を生産している。自給的な食料生産と子ど
もの栄養状態との関係は単純ではない。そこ
で、それぞれの国の農村部に焦点をあてた研
究の成果を紹介する。

２．ガーナの農村部における研究３

ガーナの第２の内陸都市クマシから 30 〜
50km 程度離れた農村部を研究の対象とす
る。ここで研究の課題となるのは、離乳期の
栄養改善である。ガーナでは２〜３歳児の発
育阻害児率がその前後と比べると高く、離乳
期への対策が必要であるとされている４。研
究対象地の特徴は、まず貧困者比率の低いガ
ーナの中でもクマシを含む南部地域は、北部
地域と比べて貧困者比率が低いことであ
る５。次に、農村部にもかなりの数の非農業
世帯が住んでいることである。したがって、
食品を購入することが普通に行われている。
この研究では、月齢 12 ヵ月以下の乳児を持

３ この節は、小此木・櫻井（2018）、小此木・櫻井（2019）、
Okonogi, Annan, and Sakurai（2021）に基づく。

４ GSS and ICF（2024）によると、５歳未満の発育
阻害児率の平均が 17% のところ月齢 24 〜 35 の発
育阻害児率は 24.6% である。この傾向は、５歳未
満の発育阻害児率の高かった過去においてより強
い（GSS, GHS, and ICF Macro 2009 や GSS, GHS, 
and ICF International 2015 を参照）。

５ クマシを含む Ashanti 州の 2010 年の貧困者比率は
13.6%、ガーナ第３の都市であるタマレを含む
Northern 州の 2010 年の貧困者比率は 44.2% であ
る（GSS 2015）。

６ 発酵させたメイズで作るお粥はココとよばれ、朝
食向けの食品である。離乳期に母乳とココを併用
して子どもに与える母親が多いことが知られてい
るが、ココのタンパク質含量が乏しいことが問題
である。
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ついて認識していても、対処する方法がない
のでメイズや調理用バナナを与え続けている
のかもしれない。そこで、母親にこの問題に
対処する方法を提供し、栄養に関する知識が
不十分であることがこの問題の原因であると
いう仮説を検定した。

具体的には、調査地域ではまだ市販されて
いない乳幼児向け栄養補助食品「KOKO 
Plus」（ 商 品 名 ） の 販 売 実 験 を 行 っ た。
KOKO Plus は味の素（株）が開発した商品で、
2016 年にガーナで販売が開始された７。この
製品は、栄養補助タイプの食品であるという
点で当時販売されていた他の離乳食品とは異
なっている。大豆の粉末をベースに各種の微
量栄養素が強化されていて、他の離乳食品の
ように食事としてそのまま子どもに与えるの
ではなく、各家庭で用意した離乳食（例えば、
メイズの発酵粥）に添加する形で使用される。
そのため、農産物を離乳食にする農家にとって、
農産物だけでは不足する栄養を補うことが期
待される。また、非農家であってもメイズの発
酵粥を離乳食にする場合は多いため、KOKO 
Plus による栄養補助の役割は重要である。

販売実験は以下のように行った。425 世帯
の母親を無作為に３群に分け、そのうち１つ
には栄養教育と KOKO Plus の購入機会の提
供、別の１つには KOKO Plus の購入機会の
みの提供、残りの１つは介入なし（対照群）
とした。３つの群に共通なのは、毎週、最寄
りの保健施設に母親を集め、その場で聞き取
り調査と子どもの身体測定を行ったことであ

る。それに加えて、介入した２つの群では、
販売員として雇った保健施設の職員が母親に
KOKO Plus を販売した。そのうち１つの群
は、保健施設に集まった母親に栄養教育を実
施した。その内容は、毎月の第１週と第３週
に栄養の知識や適切な食事の与え方などに関
する講義形式の集会を行い、毎月の最終週に
は適切な離乳食を作る実演を母親たちに見せ
るというものである。この毎週の販売実験を
24 週間継続した。

まず、栄養教育が KOKO Plus の購入に及
ぼす効果を分析する目的で、購入機会のない
対照群を除いた分析を行った。その結果、
KOKO Plus を購入するか否かの決定には、
栄養教育を受けたことが有意な効果を持つ一
方、世帯の所得や農家か非農家かは有意な影
響を持たなかった。他方、何袋購入するかに
ついては、所得が正で有意の効果を持ってい
た。以上から、メイズや調理用バナナだけで
は栄養不足になるという認識が乏しいという
仮説が支持された。また、それに対処するた
めの製品が供給されれば購入することから、

「市場を通じた栄養改善」が可能であること
が示唆された。

３）栄養改善に効果はあるか
身近なところで販売されていれば母親は

KOKO Plus を購入する。しかし、それが子
どもの栄養改善につながるだろうか？十分な
量を子どもに与えなければ、身長が伸びると
いった明らかな効果は期待できない。そこで、
対照群を含む全部のサンプルを使って、24
週間にわたる介入効果を推計した。その結果、
KOKO Plus の購入機会を与えた群は、対照
群と比べて有意に低体重が減少した（月齢に
応じた標準体重により近づく）。しかし、身

７ 市販に先立ちガーナの別の地域で実施した無償配
布実験で、KOKO Plus の栄養改善効果は確認され
ている。具体的には、KOKO Plus を週に６袋以上、
１年間摂取すると、子どもの身長が有意に伸びた

（Ghosh et al . 2019）。
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長については、対照群との有意差は見いだせ
なかった。24 週間では身長に効果を及ぼす
には短かった可能性があるが、母親が購入し
た量（週あたり平均１袋程度）では十分な効
果が望めないのかもしれない８。

３．マダガスカルの農村部９

マダガスカルの調査地は同国の中央高地の
Vakinankaratra 地域に立地する。同国第２
の都市アンチラベの東方 15〜100km ほどの
範囲に分散する 60 ヵ村からなり、調査対象
の農家は調査開始時点で 600 世帯である。
2018 年から 2021 年の４年間にわたり同じ世
帯に対して８回の調査を行った。

Vakinankaratra 地域は、５歳未満の発育
阻害児率が 52％であり、マダガスカルを構
成する 22 地域の中でもっとも高い（INSTAT 
and IFC 2022）。なお、発育阻害児率の最も
低い地域は２つあり、22％である。他方、
Vakinankaratra 地域の貧困者比率はほぼ同
国の平均的な水準で、低い方から８番目の
74％である（World Bank 2024）。この地域
で子どもたちの栄養状態が慢性的に悪いのは
なぜなのか？母親に知識が欠けているのか、
知識があっても必要な食品を購入することが
できないのか（お金がない、売っていない）
について、データに基づき解明した。

１）動物由来食品の意義
分析の対象を月齢６〜60 の子どもとし、

調査期間中に少なくとも２回の身体計測を受
けた子どもに限定したところ、観察数は延べ
800 件となった（同じ子どもを２回以上数え
ている）。そのうち発育阻害児率は 59％であ
り、Vakinankaratra 地 域 全 体 の 値（52 ％）
よりも少し高い。動物由来食品は乳幼児にと
ってタンパク質やその他の必須栄養素の重要
な供給源であるため、この研究では動物由来
食品と子どもの成長との関係について分析し
た。

動物由来食品を、乳製品とその他の動物由
来食品（肉や卵など）に分けて分析したとこ
ろ、世帯における１期前（およそ半年前）の
乳製品の生産がその世帯に属する子どもの身
長（月齢ごとの標準身長に対する z スコア）
に有意な正の相関があることが明らかとなっ
た。そのような関係は、その他の動物由来食
品では見いだせなかった。他方、世帯におけ
る乳製品の生産と消費には非常に強い正の相
関があることから、乳製品の生産が消費を通
じて、長期的に子どもの栄養を改善している
ことが示唆された。

このことは、調査地であるマダガスカルの
中央高地で乳製品の市場流通が機能していな
いことを意味する。市場が機能していれば、
乳製品を生産していない農家であっても、市
場で乳製品を購入し消費することができるは
ずだからである。もちろんまったく流通して
いないということはないが、乳製品の流通量
が非常に少なく、流通していても高価なので
普通の農家には購入できないということであ
る。したがって、この研究からは、子どもの
栄養改善のために各農家は乳牛を飼うべきで
あるという提言ではなく、だれもが牛乳を購
入できるような流通網を整備すべきであると
いう提言が導かれる。

８ 販売実験に伴って実施した栄養教育は、KOKO Plus
を宣伝するような内容は一切排除した。そのため、
母親は KOKO Plus を週に何袋与えれば効果がで
るのかについて理解していなかった可能性がある。

９ この節は、Nikiema et al .（2023）とRamahaimandimby 
et al .（2023）に基づく。
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２）主食生産の意義
マ ダ ガ ス カ ル の 主 食 は コ メ で あ る。

Vakinankaratra 地域の調査対象農家はすべ
てコメを生産している。乳製品とは異なり、
コメは自家消費するだけでなく、換金され他
の食品や非食品の購入に使われる。そこで同
じ 600 世帯の調査データを使って、世帯のコ
メの生産性向上は世帯員の栄養改善に貢献す
るのかについて分析を行った。なお、この分
析では栄養改善を子どもに限定せず、そのた
め発育阻害を栄養状態の指標とはしない。

農家のコメ生産と食料消費の３年にわたる
データから、次のことが明らかとなった。ま
ず、農家のコメの単収（単位面積当たりのコ
メの生産量）の増加は、コメの１人当たりの
生産量の増加、コメの１人当たりの消費量の
増加と有意に正の相関がある。このことは、
主食となる作物の生産性向上がそれを自給す
る農家の栄養改善に貢献することを意味す
る。しかし、コメは炭水化物以外の栄養成分
をあまり含有しないので、熱量以外の点でコ
メの栄養改善への貢献は大きくないだろう。
他方で、農家のコメの単収増加は、コメの購
入とは負の相関が、コメの販売とは正の相関
があることも見いだされた。つまり、コメの
単収を増やした農家は、コメ以外の食品や非
食品を購入することができることを意味して
いる。実際、分析によると、現金収入の増加
は、野菜、果物、肉、魚、非食品への支出を
有意に増やしている。こうした食品は、亜鉛、
鉄、ビタミン A などの微量栄養素が豊富な
ため、農家のコメの単収増加は微量栄養素の
摂取の増加と有意に正の相関があり、農家の
栄養改善につながると考えられる。

本研究の結果は、主食となる作物の生産性
向上により、農家世帯の栄養改善が可能であ

ることを示している。しかし、そのためには、
市場の整備が不可欠である。主食作物を換金
するための市場、さらに換金して得た収入で
他の食品を購入するための市場が身近なもの
でなければならない。このマダガスカルの例
では、コメについてはすでに市場が発達して
いる。しかし、他の食品については、十分と
は言えない。上で述べたように、乳製品は購
入することが難しい。野菜や果物も生産に季
節性があるため、いつでも購入できるわけで
はない。

おわりに

長期的な栄養不良の指標である５歳未満の
発育阻害児率に基づくと、アフリカにおいて
も栄養改善は進んでいる。栄養改善をさらに
促進するために、本稿では栄養改善における
市場の役割について考察した。これは、「子
どもの成長に必要な食品を、養育者が市場で
購入して子どもに与えれば、子どもの栄養は
改善する」という予測に基づく。

紹介した一連の研究により明らかになった
のは、ガーナとマダガスカルいずれの農村に
おいても、農村の市場に子どもの栄養改善に
必要な食品が十分にはないということであ
る。ガーナでは、市場に存在しない新しい栄
養補助食品を実験的に販売したところ、栄養
改善効果が確認できた。そうでなければ、マ
ダガスカルの乳製品の例のように、栄養のあ
る食品を農家が自家生産する必要がある。本
稿では明示的には分析していないが、野菜に
ついても同様のことが言えるであろう。しか
し、欠落した市場への対処としてこのような
自家生産を推奨することは、非効率な農業生
産を引き起こしかねない。したがって、むし
ろ食品企業による新商品の投入や政府による
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流通インフラストラクチャーの整備などが、
市場を通じた栄養改善の実現のために必要で
ある。

ガーナでは、商品の投入と同時に実験的に
実施した母親への栄養教育が有効であった。
このことは、たとえ市場に栄養改善に有効な
食品があっても、それを活用する知識を母親
が持っていなければ、栄養改善が実現しない
ことを意味する。また、需要が見込めなけれ
ば市場に商品が供給されないため、需要を喚
起する目的でも母親への教育は望ましい。こ
の点について、ガーナを含む多くの開発途上
国ですでに母親向けに栄養や健康の教育が盛
んに行われてきた。しかし、そうした教育が
市場を通じた栄養改善に十分な効果を持つの
かは、十分な検証がなされていない。

経済成長が続き貧困削減も進むアフリカで
あるが、マダガスカルのように貧困者比率の
高い国や地域は残されている。そのような場
所では、栄養補助食品だけでなく、野菜や乳
製品を購入すること自体が困難であり、購入
した食品による栄養改善は期待できない。マ
ダガスカルの農村では、主食のコメの生産性
向上がコメの消費を増やすだけでなく、農家
の購買力の上昇を通じて栄養改善に貢献して
いた。非農業所得の獲得機会の乏しいマダガ
スカルの農村では、このように農業生産性の
向上が重要な役割を果たしている。他方、本
稿では議論しなかったが、非農業所得の上昇
でも食品の購入について同様な効果が得られ
ると思われる。しかし、農業生産性向上によ
る効果との比較はあまりなされていない。所
得源の違いは、その所得の使い途を誰が（父
親か母親か）決定するのかともかかわるため、
子どもの栄養改善に異なる効果を持つ可能性
があり、今後明らかにすべき課題である。
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gl=1*1cnfmz5*_gcl_u*MjAyODY5OTQ0 
My4xNzIxOTczMDYw（ ア ク セ ス 日：
2024 年７月 27 日）．

（東京大学大学院農学生命科学研究科　教授）
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特集：食と栄養のバリューチェーン

クルシェッド・アラム＊・吉野馨子＊＊

はじめに

バングラデシュは、南アジアに位置するブ
ラマプトラ川、ガンジス川、メグナ川という
３つの国際河川がベンガル湾に流れ込む巨大
なデルタの国である。農地ではコメ、馬鈴薯、
サトウキビ、ジュートなどが広く栽培され、
沿岸部ではエビの養殖も盛んである。

コロナ禍によりやや経済成長が鈍ったがす
ぐに復調し、縫製産業の成長を軸に毎年平均
５～７％のペースで GDP は増え続けている。
出稼ぎ者からの海外送金も経済の成長に大き
く貢献しており、2026 年には後発開発途上
国から外れることが決定されている。

14 万 4000km2 の国土面積（日本の国土面
積の約４割に相当）に対し、バングラデシュ
の 2022 年の人口は１億 6983 万人であり、現
在も増加し続けている。首都ダカへの人口流
入が進み、2018 年の統計では、ダカは世界
で９番目に大きい都市圏を構成している（国
土交通省 2024）。ダカ市内には 1200 万人、
周辺地域を含むダカ都市圏では 2000 万人に
のぼる人々が居住している（経済産業省 
2021）。

急速な都市化は、都市部での食品の需要の

急増をもたらす。それは、これまでのローカ
ルをベースとしたフードサプライチェーンの
変革を必要とするが、その過程で混乱と無法
状態が生じがちである。また、バングラデシ
ュをはじめ開発途上国（以下、途上国とする）
の国々は、その多くが熱帯・亜熱帯地域に位
置しており、安全で鮮度を保った食品を適正
に処理し長いフードサプライチェーンで提供
することは容易ではなく、不正が入り込みや
すい。生産者と消費者の距離が広がるにつれ、
店頭に並ぶ食品への消費者の不信感が高まっ
ている。

食品安全は公衆衛生の優先事項として世界
的に認識されている。食品安全とは、消費時
に害をもたらさない食品を手に入れるため
に、生産から消費に至るまで、食品に関わる
すべての人々、すなわち、政府、生産者、消
費者の間で共有される責任である。安全な食
料は経済発展に貢献し、農業、市場へのアク
セス、観光および持続可能な発展を後押しす
る。有害な細菌、ウイルス、寄生虫、または
化学物質を含む安全でない食品は、下痢から
癌に至るまで 200 種類以上の病気を引き起こ
す可能性があるとされる。世界中で毎年、推
定６億人（ほぼ 10 人に１人）が汚染された
食品を食べて病気になり、42 万人が死亡し
ていると推計されている（WHO 2020）。営
利のためなどに食品に不純物を加えたり、食
品原料を汚染したりする食品偽装はグローバ

バングラデシュにおける食品安全の現状と課題

Md. ALAM Khurshed and YOSHINO Keiko: 
Present Situation and Challenges of Food Safety 
in Bangladesh.
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ルな問題である。食品偽装は、インド、中国、
エチオピア、メキシコ、パキスタン、バング
ラデシュ、ベトナム、インドネシア、アフガ
ニスタン、ソマリアなどの世界の多くの途上
国で蔓延している（Pal 2015）。
「食料安全保障指数（GFSI: Global Food 

Security Index）」 は、『The Economist』 の
調査部門であるエコノミスト・インテリジェ
ンス・ユニット（EIU）が設計・構築したも
ので、113 ヵ国を対象に価格、入手可能性、
品質の主要な問題を検討している。2022 年
の報告によると、食品の品質と安全性の質に
関する指標では、カナダ（スコア 89.5）が
113 ヵ国中第１位であった。バングラデシュ
の食料安全保障指数は 58.4 で、113 ヵ国の中
で 71 位にとどまっており、改善の余地が大
いにあることがわかる（The Economist 
Intelligent Unit 2022）。

本稿では、バングラデシュにおける食品安
全のおかれている現状と、食品安全の確保に
関連する規制当局の対応の状況と措置に焦点
を当て論じたい。

１．バングラデシュにおける食料安全保障に
かかわる主要な問題
バングラデシュの食品汚染は、同国の数十

年にわたる公衆衛生上の深刻な懸念事項であ
る。世界保健機関（WHO）のウェブサイト
でも、バングラデシュにおける食品安全の公
衆衛生への影響が懸念されている。それは、
安全性の低い食品が、下痢、癌、心臓病、肝
臓関連の疾病等、多くの急性および慢性の疾
患の重要な原因であるからである。バングラ
デシュの環境保全を目的とした市民運動体で
ある Poribesh Bachao Andolan（Save the 
Environment Movement）の報告書によると、

バングラデシュを含む南アジアの約 790 万人
が毎年非伝染性疾患で死亡し、違法な食品添
加物は最も重要な原因の一つと指摘されてい
る。同報告書はまた、食品汚染を今すぐ防ぐ
ことができない場合、次世代の子どもたちの
成長にも影響を与えるだろうと警告するとと
もに、食品偽装をしている不正な業者に対し、
移動裁判所（後述）をとおして取り締まりをお
こなうよう、関係当局に要請している（The Daily 
Observer 2021 年９月 12 日；banglanews24.
com）。

以下は、バングラデシュにおいて指摘され
ている、食品安全上の脅威と公衆衛生に与え
る影響についての議論である。

１）食品の取り扱いおよび加工における不衛
生な慣行

バングラデシュの食品産業では、不衛生な
食品処理慣行が横行している。数多くのレス
トランや路上店が、極めて不衛生な環境で食
品を調理加工しており、食中毒や栄養不良の
大 き な 原 因 と な っ て い る（Mojumdar & 
Amin 2023）。保健サービス総局（Directorate 
General of Health Services：DGHS）の報告
書によると、2003 年から 2009 年にかけて、
1799 万 9284 人が下痢に罹患し、そのうち
4674 人が死亡している（DGHS 2012）。2020
年には、３万 5000 人以上が下痢により死亡
し た と 推 計 さ れ て い る（Government of 
Canada 2023）。さらに、不衛生な食品加工は、
バングラデシュの食品輸出にも深刻な影響を
及ぼしてきた。たとえば、1997 年に、EU は、
加工工場で適切な衛生基準が守られていない
としてバングラデシュからのカニの輸入を禁
止した（Alam & Pokrant 2009）。食肉産業
においても、食品安全に関する知識は不足し
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嘔吐、下痢、心臓病や神経疾患をもたらす可
能性も指摘されている（Ali 2013）。これら
の有害な色素は、食品を「魅力的で食欲を増
す」外観とするために使用されている。

同国はイスラム教徒が９割を超え、飲酒が
禁止されていることもあり、男女を問わず菓
子など甘いものが好きである。甘い食べ物へ
の依存症になってしまっている人たちも少な
くない（Mojumdar & Amin 2023）。野菜を
小麦粉の衣で包んで揚げるようなベグニやピ
アジと呼ばれる伝統的なごく一部の菓子を除
き、多くの菓子が繊維用染料によって汚染さ
れており、人体への影響も大きいと考えられる。

４）その他の食品不正行為
そのほか、不純物や違法な添加物が使用さ

れがちな食品としては、果物、野菜、牛乳、魚、
米、小麦、肉、油、ギー（バターオイル）、
および卵とそれらの製品や、ソフトドリンク、
ジュース粉、ベビーフードなどがあげられる

（Mahfuz 2014）。
果物には炭化カルシウム、ホルマリン、有

毒な染料や甘味料が添加され、野菜にもしば
しばホルマリンが用いられる（Dhaka Tribune 
2023 年６月８日）。ホルマリンの摂取は、癌、
肝機能の障害などの健康被害をもたらす危険
性が高い。米には白くみせるために尿素が混
入される。現地でムリと呼ばれる“爆ぜ米”は、
より白く大きく膨らませるために亜硫酸水素
ナトリウムや尿素が混入されている。尿素は
人体に強い毒性があり、癌や多発性潰瘍を引
き起こす可能性がある。また、肝臓や腎臓に
も有害である（Hasan et al . 2021）。

牛乳には増量のために水を加えるほか、ホ
ルマリンなどの薬品も添加されることがあ
る。ギーの材料として用いるために脂肪分を

ている。バングラデシュの伝統的な屠畜所で
の労働者は衛生に関する知識や意識が乏しい
が、彼らのおかれた厳しい労働環境は畜肉の
安全性の確保にかかわる行動を取るインセン
ティブを高めることの妨げとなっている

（Alam et al . 2020）。

２）ホルマリンと DDT の食品での使用
食品におけるホルマリンの使用は現在、バ

ングラデシュで重要な問題となっている。ス
ーパーマーケットは、食品を新鮮に保つため
にホルマリンで処理された果物、魚、野菜を
公然と販売している。食品を通じて直接ホル
マリンを摂取することは、さまざまな種類の癌
を引き起こす可能性がある（Greg et al . 2005）。

また、かつては万能な殺虫薬として使用さ
れていた DDT は、不妊、精子の弱体化、流産、
早期更年期、子どもの低出生体重等、生殖機
能に関するさまざまな健康被害をもたらす危
険性が高い（Rahman and Alam 1997）。そ
の残留性の高さと生態系や人体への危害の大
きさから、農薬としての利用は禁止されたが、
マラリア予防のために屋内使用に限定して認
められている。バングラデシュも DDT の使
用を禁止しているが、残念ながら、干し魚（シ
ュトキ）の製造時に、現在も一般的に使用さ
れている（Bhuiyan 2008）。

３）食品における有毒色素の使用
バングラデシュでは、食品の製造加工時に

非許可の食品色素、特に繊維の染色用色素が
使用されている。繊維の染色用色素は、バン
グラデシュではミシュティと呼ばれるさまざ
まな種類の菓子に使用されている。これらの
色素は、消化不良、アレルギー、喘息、そし
て癌を引き起こす可能性があり、睡眠障害、
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抽出する代わりに、でんぷん、米粉などを添
加して粘度を補うこともある（Ghulam et al . 
2020）。またギーには大豆油などの安価な油
や動物性脂肪が添加されることもある。これ
はギーの栄養価を下げるだけでなく、健康に
害を与えるリスクがある（Ahmed et al . 2020）。

生肉は、店頭での説明と異なる安価で質の
悪いものを混ぜ増量して販売されることが多
い（Misgana 2020）。また衛生知識の不足に
よる飲食店や家庭での調理段階での生肉の不
適切な処理も感染症や中毒の重要な原因とな
る。まな板の不十分な洗浄、生食する野菜な
どと同じまな板での調理などがその主要な原
因となる（WHO 2007）。

２．バングラデシュにおける食品安全法とそ
の実施
バングラデシュの食品安全における現行の

規制制度は、多様な法令と政府機関によって
管轄されている。食品の安全に関する法律は
十分すぎるほどにあるが（表１）、食品は依
然安全でない。

古いものは、東パキスタン時代（1971 年
のバングラデシュ独立前）に制定されたもの
である。

バングラデシュの食品汚染はこれまで述べ
てきたように近年深刻になっている。そして
さらに、バングラデシュで製造された加工食
品は世界 144 ヵ国以上に輸出されている。食
品安全の重要性が増す中で、同国政府は
2013 年に「食品安全法」を制定した。同法
に基づき、バングラデシュ政府は、2015 年
２月、国民の安全な食料を確保することを目
的 と し て、 バ ン グ ラ デ シ ュ 食 品 安 全 庁

（Bangladesh Food Safety Authority） を 設
立した。食品安全庁は、食品安全管理に関心

表１　バングラデシュの食品安全に関する法令

法律および規制 制定年
The Essential Commodity Act（日用品法） 1957、1958、1964
Pure Food Ordinance（純正食品令） 1959
Agricultural Produce Market Act（農産品市場法） 1964（1985 改正）
Pure Food rules（純正食品規則） 1967
The Animal Slaughter（Restriction）and Meat Control（Amendment）Ordinance

（動物と殺（制限）および食肉管理（改正）令）
1983

Marine Fisheries Ordinance and Rules（水産物条例及び規則）＊ 1983
Fish and Fish Products Inspection & Quality Control Ordinance 

（魚介及びその加工品の検査及び品質管理条例）＊
1983

The Pesticides Rules（農薬規則） 1985
BSTI（The Bangladesh Standards and Testing Institution）Ordinance

（バングラデシュ基準・検査機関条例）
1985（2003 改正）

Fish and Fish Products（Inspection & Quality Control）rules
（魚類・魚類加工品（査察・品質管理）規則）

1997

Slaughterhouse Act（と畜場法）＊ 2011
Animal Feed Rules（飼料規則）＊ 2013
Food Safety Law（食品安全法） 2013

出典：FAO（2018）and WHO（2018）
注）＊印は定訳ではない。
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を持つすべての組織間のスムーズな協力を確
保する役割を持つ（Bangladesh Economic 
Review 2019）。2018 年より、２月２日は「全
国食品安全の日」と宣言された。政府は、食
品安全と法律の基本的な概念に関する人々の
意識啓発のための取り組みをおこなっている
が、バングラデシュで公然と見られるさまざ
まな種類の不正な行為を抑制することは容易
ではない。

その理由の第一に、食品不正を防止するた
めの監視プログラムが存在しないという問題
がある。権限を与えられた判事や検査官が突
然、食品店や食品調理場、食品作業場、製造
工場に踏み込み、現行犯逮捕することもある。
不正行為を犯した者には、移動裁判所１が処
罰を与える。食品の偽装は、1959 年の純正

食品令の下で違法と認められているが、欲深
い業者は違法と知りながら食品偽装を続けて
いる。皮肉なことに、あらゆる分野の人々が
有害な化学物質を含む食品の摂取の危険性を
認識しているが、この知識は実践に移されて
いない（Daily Sun 2017 年８月 29 日記事）。
また、食品安全法は、食品安全の重要な分野

（最新のコーデックス基準、ガイドラインお
よび実施規範との整合性）をカバーしていな
い、という課題を持っている。

バングラデシュでは、古紙は、食品包装、
特に露店での調理品の包装に広く使われてい
る。しかし、それが私たちの健康にとってど
れほど危険であるかは考えられていない。バ
ングラデシュ食品安全庁は、油を使った食品
や温かい食品の包装に印刷された紙やポリエ
チレン製品を使用することに対し警告を発し
ているが、実際に従う人は少ない。インドで
は印刷した紙で食品を包装することは禁止さ
れている（なお日本では、食品衛生法によっ
て、食品用の容器包装に用いられる素材が規
制されている）。食品は紙の中の化学物質を
吸収し、時間の経過とともに慢性の毒として
作用し、癌などの深刻な健康問題を引き起こ
すと考えられているからである。バングラデ
シュでは、食品を直接包装するための紙に関
する安全規則はない。印刷用の紙をリサイク
ルしたものが利用されている。印刷された紙
を食品包装に用いることによって、鉛、カド
ミウム、銅、亜鉛、クロム、ニッケルなどの
重金属が食品に移行する可能性がある（The 
Daily Star 2022 年４月 24 日記事）。

バングラデシュが食品安全法を制定してか
ら 11 年、食品安全庁を設立してから９年が
経過したが、消費者はフードバリューチェー
ンにおける汚染物質の存在と不正行為が終わ

１ 2007 年の移動裁判所条例、2009 年の移動裁判所法
により、従来の司法判事に加え、執行判事が創設
された。司法判事は最高裁判所によって任命され
るが、執行判事は公職委員会を通じて任命され、
政府は、全国または任意の地区や大都市圏で移動
裁判所を運営する権限を執行判事に委任すること
ができる。移動裁判所は違法食品や違法薬物、違
法運転、違法賭博、野生動物保護違反など９つの
条例や法について、一定の司法権を行使する権限
を持つ。その場で即座に審理を行い刑罰を定める
が、執行判事の処罰は、被告人が自白した場合に
限られている。警察等による事情聴取はなされな
い。有罪が確定した被告人には、禁固刑、罰金刑、
またはその両方が科される。処せられる最大の刑
罰は２年間の刑務所留置である。罰金のみが科さ
れた場合、被告人は直ちに支払わないといけない

（即座に支払うことができない場合、２回または３
回に分けて支払うことは認められている）。移動裁
判所の命令に不服がある場合、管轄の地方裁判所
に控訴することができる。移動裁判所については、
迅速な審判を可能にはしているが、司法の独立が
保たれないこと、十分な調査に欠け執行判事の権
限が大きすぎること、被告人が自己防衛する猶予
を与えないなどの問題が指摘されている。（Hazbi 
2024；Library of congress 2007；Tushar et al . 
2022）
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らないことを感じている。トランス脂肪酸分
析の施設はなく、食品製造工程を追跡するメ
カニズムもなく、サルモネラ、大腸菌などの
細菌が水やフードバリューチェーンに侵入す
るのを阻止する効果的な機構もない。

食料汚染に消費者がさらされている現状
は、バングラデシュの食料安全保障と消費者
の健康に大きな影響を及ぼす。食品安全庁が
設立された 2015 年から 2019 年にかけて、米
国国際開発庁（USAID）の資金を受け、国
連食糧農業機関（FAO）とバングラデシュ
政府は、新設されたばかりの食品安全庁を支
援し、国内の食品管理システムを強化するた
めの欠陥と可能性を明らかにすることを目標
に「より安全な食品を提供するためのバング
ラデシュにおける食品安全の制度化」プロジ
ェクトを実施した（FAO 2023）。このプロ
ジェクトを通じて、公共サービス、食品事業
者、消費者の間で食品安全に対する責任意識
を高める上で重要な進展があった。

また、独立行政法人国際協力機構（JICA）
の支援による「バングラデシュ食品安全庁査
察・規制・調整機能強化プロジェクト」も、
2021 年２月から５年間の予定で進行中であ
る。このプロジェクトは、食品安全庁の検査、
規制、調整機能を強化することにより、食品
安全管理システムを強化することを目的とし
ている。食品安全行政、食品安全モニタリン
グ、 食 品 事 業 者（FBO：Food Business 
Operators）に対する監督システム、食品検
査・試験所連携システム、消費者に対する食
品安全啓発活動強化を目指している（JICA 
2021）。

食品安全庁は、近年は以下のような取り組
みを行っている。

①　 移動裁判所：食品関連の事業所を検査

し、食品安全基準に違反する者を処罰
するために、定期的に移動法廷を開廷
している。

②　 市民の意識啓発キャンペーン：運動や
教育プログラムを通じて食品の安全性
に関する市民の認識を高めようとして
いる。

③　 キャパシティー・ビルディング：食品
安全検査官および実験室技術者のため
の訓練プログラムを実施し、彼らのス
キルと知識を向上させる。

おわりに

バングラデシュでの食品の安全性は、消費
者の食品入手に当たって重要な問題になって
いる。政府は食品安全の確保のためにさまざ
まな法律を制定しているが、現場での状況は
十分ではない。また、既存の食品安全法は、
最新のコーデックス基準、ガイドラインおよ
び実施規範との整合性など、食品安全確保の
ための重要な分野をカバーしていないため、
緊急に体制を整備する必要がある。

食品安全は、産業界、農家、規制当局、科
学者、学識経験者、消費者が一体となって見
直し、最先端の食品安全・品質管理システム
を開発すべきである。食品の安全性を確保す
るためには、消費者に権限を与えることも重
要であり、そうすることで、被害を受けた消
費者は、違反者に対して個別に訴訟を起こす
ことができるようになる。市民社会とメディ
ア関係者は、安全な食品の生産と流通に関す
る意識を高めるために名乗りを上げるべきで
ある。規制の枠組みを確立し、関連のプログ
ラムを開始することで、それなりの進展が見
られたとはいえ、まだやるべきことはたくさ
んある。食品への不純物混入のような問題に
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取り組み、インフラを改善し、国民の意識を
高め、機関間の効果的な連携を確保すること
は、バングラデシュにおけるより良い食品安全
状態を達成するための重要なステップである。
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特集：食と栄養のバリューチェーン

比嘉　桃子

はじめに

国連食糧農業機関（FAO）は、現在、世
界人口の 26％に相当する 20 億人が食料安全
保障の危機に直面していると試算している

（FAO 2019）。これは、地球上の約４人に１
人が十分な食料を手に入れられないという状
況を示す。食料安全保障の危機に対し、国際
社会は様々な取り組みを加速させているが、
なかでも開発途上国における栄養改善の重要
な手段として期待されているのが、生物学的
栄養強化作物（Biofortified crops：BFC）で
ある。BFC は、農業生産段階で作物の微量
栄養素含有量を高める植物育種技術であり、
鉄、亜鉛、ビタミン A などの微量栄養素を
従来の品種よりも高濃度に蓄積させた作物を
指す。国際農業研究協議グループ（Consulta-
tive Group on International Agricultural 
Research：CGIAR）の Research Program on 
Agriculture for Nutrition and Health の１部
門である HarvestPlus が 2004 年に農家への
販売を開始し、2016 年にはビタミン A 強化
オレンジサツマイモ（orange-fleshed sweet 
potato：OFSP）が World Food Prize を受賞

し て い る。HarvestPlus は 2023 年 時 点 で、
13 種類の主食作物、累計 443 品種を 43 ヵ国
にリリースしている。一般財団法人ササカワ・
ア フ リ カ 財 団（SAA）は、2021 年 に
HarvestPlus とパートナーシップを結び、
SAA の活動重点国であるエチオピア、ウガ
ンダ、ナイジェリア、マリの小規模農家に対
して BFC の普及を進めている。これまでの
取り組みの効果は、世帯の食事多様性スコア

（Household Dietary Diversity Score：
HDDS）の改善などで発現しており、SAA
は積極的に BFC 普及を進めている。本稿で
は、筆者が SAA 活動重点４ヵ国の BFC 普
及担当職員に口頭またはメールで、現状や課
題を聞き取り、その事例に関連する文献と照
らし合わせ、今後の BFC 普及活動の方策を
検討する。

１．ササカワ・アフリカ財団（SAA）の
BFC普及
SAA は、環境再生型農業、市場志向型農業、

栄養に配慮した農業を事業の重点分野とし、
食料生産から流通・消費に至るフードシステ
ム全体を視野に入れ、３つの安全保障（食料・
栄養・所得）の実現に取り組んでいる。BFC
の普及は、各分野が連携して、生産量の増加、
市場アクセスの向上、保存加工技術の改善、
栄養知識の普及、食の多様化の推奨、女性の

生物学的栄養強化作物の普及を通じた
食料安全保障強化への取り組み：
アフリカ４ヵ国における現状と課題

HIGA Momoko：Tackling the Challenges of Food 
Security through Biofortified Crops－Current 
Status and Strategies in Four African Countries－.



─ 22 ─

エンパワメント、家庭レベルでの栄養・衛生
改善を通じて行っている。環境再生型農業の
分野では、各国・地域の適正農業規範を（エ
チオピアではランドスケープレベルで）検討
しながら、環境保全型農業と総合的土壌肥沃
度管理を組み合わせ、気候変動下でも収穫量
が安定・増加する栽培技術を BFC 栽培に適
応している。市場志向型農業の分野では、独
立行政法人国際協力機構（JICA）の SHEP
アプローチを用いて、自給自足的な農家を市
場志向型にするための能力開発や、BFC を
地域で生産できるようにするためのコミュニ
ティ種子増産グループ（Community Based 
Seed Multiplication：CBSM）の組織化（p.25
で後述）、農家グループと種子販売会社との
関係構築を支援している。栄養に配慮した農
業は、BFC 普及を牽引する分野であり、農
家に対して、教育、機材供与、実践機会の提
供を行っている。たとえば、BFC が子ども
の栄養改善に繋がることを目指し、農家夫婦
を対象にしたジェンダー教育と BFC の料理
教室を開催したり、BFC 加工品を女性農家
グループが製造できるよう機材供与や保守メ
ンテナンス指導をしたりしている。そのほか、
アフラトキシン発生防止のための保存・保管
知識の普及、適切な農作物乾燥技術なども指
導している。

２．小規模農家が BFCを生産する上での課
題
SAA が抱える BFC の普及課題は主に生

産、消費、種子システムに分けられる。BFC
生 産 の 普 及 は、BFC の 存 在 を 知 ら な い、
BFC 栽培経験を持たない農家に対して行わ
れる。多くの農家は市場流通量が少ない初め
て栽培する品種に対して市場需要の不確実性

を懸念し、新品種の生産を躊躇する傾向が見
られる。著者が、４ヵ国のBFC普及担当者に、
活動地域での BFC 種子の販売状況を確認し
たところ、一部の活動地域・BFC 品種は販
売されているとの回答を得たが、大半の地域・
BFC 品種は、農家が日常的に種子を購入す
る市場には流通していないとのことだった。
この現状は、小規模農家に対して市場流通し
ていることを理由に BFC 生産を勧めること
が難しいことを示す。しかし、農家は、（BFC
に限らないが）新品種の栽培を決める際、市
場流通量以外にも種子の値段、気候変動対応
性、収量、害虫耐性などの要素も検討する。
種子の値段については、４ヵ国の報告による
と、非 BFC 品種より少し高いという結果だ
った。たとえば、エチオピアでは鉄強化豆、
亜鉛強化豆どちらも約 277 円 /kg に対し、
非 BFC 豆は約 194 円 /kg（ともに 2024 年７
月１日付の為替レート）であった。気候変動
対応力、収量については、HarvestPlus と協
働で BFC を推進している国際連合世界食糧
計画（WFP）の報告（2022）において、主
要な主食作物（コメ、コムギ、トウモロコシ、
豆類、キャッサバ、サツマイモ、ナタマメ）
の BFC 品種は高収量性と気候適応性を兼ね
備えていると記されている。たとえば、ルワ
ンダでは、鉄分強化インゲンマメの生産者は、
非 BFC インゲンマメの生産者と比較して、
収量の 16～23% の増加が示された。また、
暑さや干ばつに強く、水などの投入量が少な
くて済むなど、気候変動に対応した品種の改
良も進んでいるほか、害虫耐性のある品種も
リリースされている。2020 年に CGAIR グル
ープの国際トウモロコシ・コムギ改良センタ
ー（International Maize and Wheat Improve-
ment Center：CIMMYT）は、ツマジロク
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の生産普及には、種子に関する情報提供も不
可欠である。

３．小規模農家を BFC消費者にするための
課題
BFC の消費対象者は、資源に乏しく、食

生活の大部分を主食作物に依存している世帯
や農村地域、女性、思春期の少女、幼児など
のハイリスクグループである。WFP（2022）
は栄養改善の例として、妊娠・授乳していな
い妊娠可能年齢の女性、子ども（１～６歳）
が毎日 BFC を摂取した場合、ビタミン A 強
化トウモロコシ、サツマイモ、キャッサバは、
１日に必要なビタミン A 平均値の 50～100
％を、鉄分強化豆とアワは、１日に必要な鉄
分平均値の 80％を、亜鉛強化コムギ、コメ、
トウモロコシは、１日に必要な亜鉛の平均値
の 50～90％を、それぞれ摂取できると示し
ている。しかし、消費を促すには、地域の伝
統的な食文化や味覚、好みを考える必要があ
る。HarvestPlus の研究者らによるナイジェ
リアでの調査によると、目に見える栄養形質

（ビタミン A 強化作物は果肉が赤い）を持つ
作物の栄養的利点に関する情報を伝えずと
も、一般に消費者は嫌わないという調査結果
を示した。また、健康上のメリットに関する
情報が提供されると、BFC 品種を使った食
品に対する消費者の総合評価は、１つのケー
ス（ナイジェリア南部イモ州のイエロー・キ
ャッサバ品種：ビタミン A 強化キャッサバ）
を除いて、従来品種を使った食品の評価を上
回った（Birol, E. et al . 2015）。一方、エチオ
ピアでは National Information Platform for 
Nutrition（2022）が、果肉がオレンジ色に
なる BFC については、生産・消費を促進す
るためには新たな方法を検討する必要がある

サヨトウに耐性のある BFC メイズを発表し
て い る。 同 報 告 書（Prasanna, B. M. et al . 
2022）によると、同 BFC メイズは、ツマジ
ロクサヨトウ感受性品種よりも農薬散布の回
数がはるかに少なくて済むため、小規模農家
の資源（資金と労働力）を節約でき、かつ環
境への悪影響も軽減できるというメリットま
で示している。

SAA は BFC の特徴を農家に伝えるだけで
なく、農家の生産動機付けとして経済的イン
センティブを示すことも心掛けている。具体
的には、農家がコミュニティ内に農民学習プ
ラットフォーム（Farmer Learning Platform：
FLP）を設置し、BFC の種子や苗の提供を
受け、新しい農業技術と品種の栽培方法を
SAA が研修した州農業普及員から学び、収
穫後処理技術向上との相乗効果で市場出荷量
の増加による収入向上を体験する。FLP を
通じて BFC が持つ気候変動対応性、収量、
害虫耐性と収入向上を経験した農家は、市場
流通量が低くても生産への意欲を示すように
なる。加えて、SAA は種子を自家採取した
場合でも適切に保存する必要性があること
や、定期的に種子を購入する必要性があるこ
とも啓発している。HarvestPlus の研究者ら

（Bouis et al . 2017）は、サツマイモ（ツルと
して流通）やキャッサバ（茎の挿し木として
流通）のような BFC 作物は、植え付け材料
が腐りやすく、輸送もかさばるため、近距離
で収穫から数日以内に植え替えなければなら
ず、鉄分強化豆などの自家受粉作物は、農学
的特性を維持するために定期的に種子を更新
する必要があると述べている。また、メイズ
やミレットなど BFC ハイブリッド品種は、
同じ収量と農学的形質を維持するために毎年
種子を更新しなければならないという。BFC
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と述べている。
SAA の活動現場では、一部の農家が見慣

れない色に対して抵抗を示しているという報
告がある。たとえば、ビタミン A 強化オレ
ンジサツマイモ（OFSP）（写真１）の普及
に取り組む SAA ウガンダ事務所は、“サツ
マイモはもっと白く、黄色いものである”と
いう認識が強い地域において、BFC 消費普
及が難しいと指摘している。さらに、OSP は、
ウガンダで一般的に消費されているサツマイ
モより触感が柔らかいという違いもある。
SAA が小規模農家に新品種の消費を促す際
は、コミュニティの意識化を図り、BFC が
持つ栄養特性だけでなく調理面での利点も説
明する。たとえば、BFC 豆作物は、非 BFC
豆作物よりも調理時間がはるかに短い場合が
多く、女性や女児が燃料や調理のために薪を
集 め る 時 間 を 短 縮 で き る 利 点 が あ る

（Prasanna, B. M. et al . 2022）。筆者が訪問し
たナイジェリアの女性農産物加工グループ
は、献立を選ぶ際に調理時間が短い料理を選
ぶと話しており、いわゆる“時短”は女性の
消費者を惹きつける重要な要素だと考える。
調理時間の短さは調理実習を通じてデモンス
トレーションで農家に見せる。その際、加熱

のし過ぎによる栄養素の欠損を防いだり、風
味の低下を防いだりする調理法も教える。ま
た、栄養教育や夫婦参加型のジェンダー教育
を行い、栄養、特に妊婦や子どもの栄養改善
の重要性を伝えることで、食事を通じた栄養
改善への知識と意識の向上を図るなど農家が
総合的に判断して BFC 消費を選ぶよう説明
方法を工夫している。

しかし、SAA などの NGO が草の根レベ
ルで BFC 消費を促すだけでは消費拡大速度
は上がらない。消費拡大速度を上げるために
は、政府が BFC を優先的に購入する調達政
策を導入したり、全国規模の消費プロモーシ
ョンを企画したりして認知度を広域に拡大す
ることも必要である。中南米に位置するグア
テ マ ラ は、The Ministry of Agriculture, 
Livestock and Food（MAGA）が 2020 年以降、
当初は COVID-19 パンデミックに対する政
府の対応の一環として、最近では戦略的穀物
備蓄（Strategic Grain Reseves：SGR）のため、
さらには通常の MAGA 食料購入プログラム
のために、トウモロコシ、黒豆、その他の製
品を相当量購入する契約を WFP と結んでお
り、国民の食料安全保障策として積極的に
BFC を購入している。政府による BFC 消費

出典：HarvestPlus 出典：SAA ウガンダ事務所

写真１　SAAウガンダが普及しているビタミンA強化オレンジサツマイモ（OFSP）
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促進政策は、SAA の活動範囲外になるが、
政府に対する BFC のプロモーションやアド
ボカシーも消費拡大に重要なアプローチだと
考える。

４．小規模農家が種子供給者である場合の�
課題
SAA は、市場志向型農業の視点と環境再

生型農業の技術で、希望する農家を種子生産
者グループとして育成するコミュニティ種子
増産（CBSM）という活動も行っている。可
能な限り農家を男女混合でグループ化し、生
産種子が国の認証を得られるよう指導すると
ともに種子会社との連携を促進している。筆
者が訪問したナイジェリアのメイズ種子増産
農家グループは、種子を周辺農家と種子会社
に販売できるようになり、活動を集団融資、
集団貯蓄といったグループの財源を増やす取
り組みにまで発展させていた。

SAA エチオピア事務所は、CIMMYT が
エチオピアの研究機関、国際 NGO、大学、
官 民 の 育 苗 会 社 と 協 働 し て 実 施 し た

“Nutritious Maize for Ethiopia：NuME（2012
～2019 年）”プロジェクトを通じ、2012 年よ
り高品質タンパク質トウモロコシ（Quality 
Protein Maize：QPM）の農家への普及を開
始して以来、CBSM を進めている。現在は、
QPM のほかに鉄分強化豆や亜鉛強化豆の種
子をコミュニティで増産できるよう指導して
いる。同事務所によると、亜鉛強化豆と鉄分
強化豆は、味が従来種よりも良い（甘い）と
いう理由で農家に好まれ、種子価格が非
BFC 豆より高くても需要が供給に追い付い
ていないという。これらの事例のように
BFC の中には普及が進んでいる品種もある
が、エチオピア国全体としては、未だ普及に

は課題を抱えている。National Information 
Platforms for Nutrition の 2022 年の報告書

（Bachewe, F., et al .）では、現在のエチオピ
アの種子供給システムは、BFC の生産拡大
には対応できないと指摘している。同報告書
によると、エチオピアは、種子生産者の数が
少なく、農家は改良種子を容易に入手できな
いため、種子が作付けに間に合わず BFC 作
物が生産されない。加えて、種子供給システ
ムが分散化されておらず、種子開発者、種子
生産者、需要分析者の連携が機能していない
という。国は、種子供給システムの構築に対
して早急に対応しなければいけない。

SAA ナイジェリア事務所は、CGAIR グル
ープの国際熱帯農業研究所（International 
Institute of Tropical  Agriculture：IITA）
が主導している“Building an Economically 
Sustainable Integrated Cassava Seed 
System, Phase 2 ：BASICS-Ⅱ”（2020 年～）
プロジェクトを通じて、ナイジェリアのキャ
ッサバの種子供給システム強化に参画してい
る。同事業はタンザニアでも実施されている
が、 ナ イ ジ ェ リ ア で は IITA と National 
Root Crops Research Institute（NRCR） が
育種種子、基礎種子・交配系統、認証種子の
研究改良（写真２）を行い、村の種子起業家

（Village Seed Entrepreneurs：VSEs） を 養
成したり、種子会社の能力強化を図ったりし
て包括的な種子供給システムの構築支援を受
け る。VSEs は、 同 事 業 を 通 じ て The 
National Agricultural Seed Council から認証
が下りる高品質種子を栽培できる技術を習得
し、種子会社に販売したり、種子会社から育
種を依頼されたりする関係構築を行う。この
事業で養成された VSE 農家の１人は、１ha
当たりのキャッサバ平均収穫量がナイジェリ
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ア平均の９t から 20t に向上し、キャッサバ
の根と茎の両方を販売できるようになったこ
とで収入も大幅に増加したと話す。一方で、
BFC キャッサバ挿し木の市場流通量は未だ
低く、SAA ナイジェリア事務所の BFC 普及
担当者が 16 人（SAA 活動４州の４地域）の
州農業普及員に BFC キャッサバ挿し木の有
り無しの確認をしたところ、普及員全員が、
農家が日常的に種子を購入する市場には置い
ていないと答えた。

エチオピアとナイジェリアの事例を見る
と、BFC 種子農家の拡大には、農家、企業、
政府、研究機関などのマルチセクター連携を
調整できる国際機関によるプロジェクト介入
が大きな役割を果たしているが、消費拡大と
同じく、種子供給システムの改善・強化は、
政府による制度整備が不可欠である点は変わ
らない。今後も国際機関は政府との調整・交
渉を主導し、SAA のような現地で農業技術
普及を支援する NGO は、国際機関とプロジ
ェクトを共同実施することで BFC の恩恵が
農家に届くよう種子供給システムの脆弱さの

克服に取り組むべきだろう。

おわりに

本稿は、SAA の活動重点４ヵ国が直面し
ている、小規模農家が BFC を生産する場合、
BFC を消費する場合、BFC の種子を供給す
る場合の課題について整理、検討した。BFC
生産普及活動は、BFC の特性が農家の需要
に応えているため農民学習プラットフォーム

（FLP）を通じて農家が成果を体験できると
比較的普及が進む。しかし、市場流通に改善
の余地があるため、普及範囲が限定的である。
BFC の消費促進は、消費者への啓蒙活動、
栄養教育、調理デモンストレーションなど多
角的アプローチで普及を進めているが、全国
規模の消費プロモーションや政府による消費
のインセンティブ化などがなければ生産普及
同様、普及の広がりは限定される。小規模農
家が BFC 種子供給者になる利点も収入向上
などの点で見られており、CBSM 普及のポ
テンシャルはあるが、国レベルでの種子シス
テム構築と強化は課題である。

写真２　�IITA 敷地内の Security という BFCキャッサバ品種の生育実験圃場（左）と�
ナーサリー（右）（筆者撮影）

※収量が２倍増加したと農家が話す品種とは異なる
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国際開発機関や研究機関は欧米系ドナーの
助成を受け 20 年以上、BFC の農家への普及
を各国政府、民間企業、NGO と連携しマル
チセクトラルな集団的努力を続けている。し
かし、HarvestPlus が掲げる「2030 年までに
10 億人以上が BFC から恩恵を受ける」とい
う目標の実現、および６つの SDGs ゴール

（１：貧困削減、２：飢餓撲滅、３：健康と
福祉、４：質の高い教育、５：ジェンダー平
等、13：気候変動対策）（HarvestPlus 2021）
の達成には、現在課題として残っている、政
府による補助金制度や BFC の生産と消費の
インセンティブ化などの政策や規制の確立
や、インフラ整備の改善を急ぐ必要があると
考える。SAA は、HarvestPlus などの国際
機関や各国政府と連携し、小規模農家に対し
て、正しい農法とともに、ジェンダー平等、
栄養知識、栄養改善への意識の醸成を続け、
１人でも多くの農家の収入と栄養改善に繋げ
ていきたい。
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特集：食と栄養のバリューチェーン

松田　明・白鳥清志

はじめに

コメはエチオピアの伝統的な食用作物では
ないが、近年、その消費は急拡大している。
都市部では中華料理の普及とも相まって、ご
飯として食されることが多い。コメ消費の拡
大にはもう一つ重要な理由がある。それは、
コメがこの国の伝統食インジェラの材料にな
ることだ。インジェラには従来、主原料であ
るテフに加えて、メイズ、ソルガム、ミレッ
トなどが増量材として使われてきた。増量材
としてコメの親和性が極めて高いことが分か
り、コメの消費を力強く後押ししているのだ。
都市部のスーパーマーケットでは、インドな
どからの輸入米の近くに、米粉のパッケージ
が並んでいる。

エチオピアでは 1980 年代にコメ栽培が本
格的に始まった。2000 年頃を境に、都市部
を中心にコメの消費が急激な拡大を見せ、そ
れに伴って国の西部と南部で栽培面積が拡大
してきた。インジェラ用のコメは粒としての

品質を求められないことが、農家のコメ栽培
への参入の垣根を低くしていることも大きな
要因だ。しかし、急激なコメ需要の拡大に国
内生産が追い付かずに自給率の低下に歯止め
がかからず、コメ輸入の増加は経済低迷に伴
う外貨不足を悪化させている。エチオピア政
府は、2007 年（エチオピア暦 2000 年）にコ
メをミレニアム・クロップと名付けて以降、
主に日本の協力を得てコメの増産に取り組む
ための政策を打ち出し、日本は 2015 年から
独立行政法人国際協力機構（JICA）の技術
協力プロジェクトを実施している。

本稿では、まず第１章でエチオピアのコメ
開発の歴史と現状を、第２章で JICA「エチ
オピアコメ生産向上のための技術移転能力強
化プロジェクト（エチオライス２）」の概要
を説明する。第３章ではエチオライス２の対
象地域であるアムハラ州のコメ生産の現状と
課題を明らかにする。そして、第４章ではエ
チオライス２がその活動の柱に置く大規模展
示活動による種子生産・供給体制改善のコン
セプトとこれまでの成果について紹介し、最
後に今後の計画と課題を述べる。

１．エチオピアのコメ開発の歴史と日本の協
力
エチオピアのコメ開発は、1970 年代にコ

エチオピア連邦共和国アムハラ州における 
コメ生産向上への取り組み

―大規模展示活動を通じた普及と 
優良種子生産・供給体制の改善―

MATSUDA Akira and SHIRATORI Kiyoshi：
Challenge of Increasing Rice Production at 
Amhara Region in Ethiopia ―Improvement on 
Rice Seed Production & Supply System and 
Extension System through Implementation of 
Large-scale Demonstration―.
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メが試験的に導入されたガンベラ州から始ま
るが、本格的なコメ生産は 1980 年代に入っ
てベニシャングル・グムズ州パウェとアムハ
ラ州フォガラで広がった。特に、エチオピア
のコメ生産の中心地となっているタナ湖畔の
フォガラ平原では、1984 年に開始された北
朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）の技術協力
プロジェクト「エチオ・ジグナ開発プロジェ
クト」が導入した品種“X-Jigna”が成功し、
1990 年代の終わりまでに約３万 ha の平原全
体に広がった。現在、国内の主要コメ生産地
には、この X-Jigna がアムハラ州からの移住
者により持ち込まれたと考えられている。

日 本 は 農 業 省 ア ド バ イ ザ ー や NGO の
SG2000 １を通じてコメ増産を断片的に支援し
ていたが、「アフリカ稲作振興のための共同
体（Coalition for African Rice Development：
CARD）が 2008 年に開始されると、エチオ
ピア政府は積極的にこれに参加し、2010 年
にはコメ研究開発戦略書（2019 年に改訂）
を制定し、その主要事業であった国立イネ研
究研修センター（FNRRTC）の設置を 2013
年に決めて、本格的なコメ研究体制の構築に
取り掛かった。2014 年に JICA とエチオピ
ア農業研究機構（EIAR）が FNRRTC 施設
の設計とその一部の建設を進めるなか、エチ
オピアと日本両政府は２KR 見返り資金によ
る FNRRTC 施設全体の建設を承認して、
2015 年に本格的な建設が開始した（Taye et 
al . 2019）。JICA は新設の FNRRTC の試験
研究機能強化を目的に、2015 年に「国立イ
ネ研究研修センター強化プロジェクト（エチ
オライス）」を開始し、2021 年からその第２

フェーズに入っている。エチオピア政府のコ
メ 開 発 へ の 積 極 姿 勢 は、2016 年 の
AfricaRice への正式加盟にも見られるが、さ
らに 2023 年にはコムギ、油料作物に続いて、
コメの国家フラッグシップ・プログラムを作
成して、コメ増産への意欲を高めている

（Ministry of Agriculture 2023）。

２．「エチオピアコメ生産向上のための技術
移転能力強化プロジェクト（エチオライス
２）」の概要

１）プロジェクトの背景
2021 年９月に、エチオライスの後継案件

として、FNRRTC の試験研究および研修能
力の強化に加えてアムハラ州コメ普及システ
ムの改善を目的とした「コメ生産向上に向け
た技術移転能力強化プロジェクト（エチオラ
イス２）」が開始された。まだ COVID-19 パ
ンデミックの影響が残り活動を制限されての
スタートだったが 2022 年７月までに普及、
栽培、研修、農業機械の専門家が揃った。し
かし、2023 年に入りアムハラ州の治安状況
が悪化し、同年８月に同州全体に非常事態宣
言が発布されて日本人専門家が退避、また、
州内のインターネットアクセスが制限される
なか、首都アディスアベバからの遠隔でプロ
ジェクト活動を継続して現在に至っている。

２）プロジェクトの概要
エチオライス２は、農業省と EIAR、アム

ハラ州農業局（ARBoA）および FNRRTC
を実施機関とする５年間の事業だ。「コメ重
点普及技術がアムハラ州の稲作農家／農民組
織に移転される」ことを目標として、（１）
FNRRTC のコメ研究員によるコメ重点普及
技術の開発、（２）コメ重点普及技術を農家

１ 笹川アフリカ協会（現ササカワ・アフリカ財団）
によるプログラム
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やかなスロープの平原に停滞し、また平原に
流入している河川が氾濫し、７月と８月には
全域が湛水状態になる（糟谷ほか 2020）。そ
のため、メイズ、コムギおよびテフ等の主要
作物の雨期作は不可能で、1980 年代までは
毎年食料支援対象地域だった。1980 年代に
導入されたコメはこの地に食料と収入をもた
らす救世主となり、北朝鮮により導入された
品種 X-Jigna はプロジェクトが去った後も継
続して栽培され、1990 年代の前半には平原
全体に広がった。

フォガラ平原では、殆どの農家はコメ収穫
後に２～３回の牛耕による整地・除草作業を
行い、雨期の始まる６月中旬から７月上旬に
かけて播種（条播または散播）する。これは、
伝統的に行われてきたテフやコムギの栽培技
術をコメ栽培に適用したものと考えられる
が、テフと比較して単位面積あたりの収量が
高いコメの牛耕による栽培技術が、当地に適
応していることが窺える。2020 年の全国、
アムハラ州およびフォガラ平原が位置する南
ゴンダール県のコメ生産状況を表１に示す。

約 40 年間栽培され続け、平均で３t/ha を
超える収量を持つ X-Jigna であったが、2010
年頃より品種劣化が顕著になり、葉鞘腐敗病
の被害が拡がりはじめた（Mulugeta et al . 
2021）。FNRRTC では葉鞘腐敗病耐性品種の
育成が取り組まれ、2019 年には Shaga が、
2021 年に Selam が選抜、品種登録され、推
奨品種として迅速な普及が期待されていた。
また、雨期の低温に対する耐冷性があり、作
期後半の水不足を避ける、栽培期間の短い品
種が求められ、新品種はこれらにもある程度
対応している。

／農民組織に移転するためのコメ普及システ
ムの改善、（３）農業機械および小規模灌漑
の利用と適切な維持管理の促進、そして（４）
FNRRTC 以外のコメ研究員、アムハラ州以
外のコメ普及員およびその他関係者との連携
の強化と、４つの柱で構成されている。

３）カウンターパート機関の体制
FNRRTC には現在 56 名の研究員が、育種、

栽培、園芸、作物保護、種子生産、自然資源
管理、農業工学、農業経済、普及の分野に分
かれて在籍する。また、同センターは国家コ
メ研究プログラムの調整機関として、国内の
国立と州立の約 10 試験場と連携して、育種
を 中 心 と し た 研 究 活 動 を 進 め て い る。
AfricaRice など諸外国の機関やドナーとの共
同研究も実施する。日本とは耐冷性品種の開
発で 2022 年より岩手大学との研究協力が進
められている。研究員の多くは、コメを専門
とせずにスタートしているが、現在までに６
名がコメ関連分野で Ph.D. を取得した。

普及事業を行う ARBoA は、州都バハルダ
ールに本部を置き、11 の県農業事務所（Zone）
と 145 の郡農業事務所を持つ。州内の農業普
及員（Development Agent：DA）は約２万
人を擁する。プロジェクトはこのうちの４県
12 郡を対象地域として活動を進めてきた。

３．アムハラ州フォガラ平原におけるコメ生
産の概要

１）フォガラ平原における稲作と栽培種
青ナイルの源流であるタナ湖の東南部、標

高 1800 メートルの南ゴンダール県に位置す
るフォガラ平原は、雨期（６月上旬から 10
月中旬）も比較的冷涼だ。６月後半から、降
雨と東側に位置する山間部からの表流水が緩
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２）コメ種子の生産現況と種子価格決定のメ
カニズム

エチオピアでは農業試験場が上流種子
（Early Generation Seed：EGS）である育種
家種子、原原種種子および原種種子のうち、
育種家種子から原原種種子までの生産を担
う。FNRRTC は品種育成、育種家種子、原
原種種子までを担い、実際は原種種子生産も
行っている。原種種子と認証種子の生産は、
登録された種子生産グループが担う。農家が
認証種子を購入するためのバウチャーシステ
ムがあり、組合を通じた配布と民間銀行を通
じた代金の回収が行われている。現時点で、
エチオピアでコメ認証種子生産の仕組みが曲
がりなりにも機能しているのはアムハラ州の
みである。

当国のコメを含む主要穀物（コムギ、オオ
ムギ、テフおよびソルガム等）および油料作
物（ダイズおよびヒマワリ等）の認証種子価
格 は、 農 業 省 が 招 集 す る「Federal and 
Regional Public Seed Enterprise Regular 

Meeting」で決定する。その公定価格は、農
業省から各州農業局（BoA）に通達され、各
州農業局より州内の種子生産販売公社および
種子生産・販売組合連合等に連絡される。

EGS 価格は、この認証種子公定価格を基
に EIAR が決定し EIAR の各農業試験場に
通達される。2023 年と 2024 年のコメの認証
種子および EGS の価格を表２に纏めた。

現行種子システムの課題は幾つかある。新
しい推奨品種の需要は高いが、EGS と認証
種子の生産拡大に時間を要し、また、試験場、
種子生産業者ほか関係者間の連携が不十分な
ため、新しい品種の認証種子へのアクセスが
緩和されるまで時間を要している。さらに、
種子配布が組合連合、単位組合と段階を経る
ことから、公定種子価格に諸経費が加えられ
て農家の支払いが高額になること、また需要
の９割を支えるインフォーマル種子システム
との連携が十分に検討されていないため、播
種期直前の価格が高騰することなど、解決す
べき課題は多い。

表１　2020 年作付け期におけるコメの生産農家戸数、栽培面積および生産量

区分 農家戸数 栽培面積（ha） 生産量（t） 単収（kg/ha）
エチオピア全国 230,496 85,288.9 268,223.5 3,144.9
アムハラ州 123,973 49,361.1 168,903.7 3,421.8
南ゴンダール県  71,704 38,598.6 141,086.2 3,655.2
出典： Report on area and production in major crops, Agriculture Sample Survey 

2020/2021, CSA

表２　コメの認証種子および上流種子（EGS）の公定価格

種子クラス 2023 年価格（ETB/t） 2024 年価格（ETB/t）
認証種子　  67,500  89,500
原種種子　  77,630  98,450
原原種種子  89,270 113,220
育種家種子 102,660 130,200

注：ドル / エチオピアブル（ETB）換算レート：57 エチオピアブル / １ドル（2024 年７月）
出典： 「EIAR 本省において決定した主要作物種子価格の通達（2023 年および 2024 年）」

より抜粋し作成
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４．エチオライス２の取り組み：アムハラ州
のコメ種子と普及システム改善の試み
プロジェクトでは、増産効果の大きい推奨

品種の効果的な普及が、取り組むべき最も重
要な課題と考え（１）関係者間を調整する仕
組みとして州レベルおよび県レベルに「普及
調整委員会（ECC）」の設置、（２）FNRRTC
での EGS 生産の強化、（３）普及システムを
通じた質の高い種子のインフォーマル種子シ
ステムへの供給の仕組みづくり、そして、（４）
認証種子生産の強化の４つの活動を実施して
いる。以下に、それぞれの活動の概略を述べ
る。

１）普及調整委員会（ECC）
効果的かつ持続的な種子システムを構築す

るためには、関係者間の連携を強め、共通の
計画で種子生産や、後述するクラスターアプ
ローチを使った、技術展示と種子共給の仕組
みづくりが重要との認識から、研究と普及関
係者からなる ECC の設置を FNRRTC およ
び ARBoA と合意し、州レベルおよび県レベ
ルに置いた。この仕組みを通じて計画が共有
され、また ARBoA の指示が、郡レベルまで
届き、緊急事態宣言下にあっても農家圃場で
活動が実現している。

2022 年５月に設立された ECC の会合は、
2023 年８月の日本人専門家の退避までに５
回開催され、①プロジェクトの対象地域（４
県 12 郡）の選定、②郡農業事務所による対
象クラスターの形成、③普及員研修および農
家研修の計画、④モニタリング、および⑤リ
ボルビング種子２回収等の活動を実施してき

た。

２）EGS 生産の強化
依然として、EGS 生産における量と質の

向上、および需要に沿った生産計画、さらに、
実現可能な販売契約の締結が急務になってい
る。機械化による播種前圃場準備の改善を計
画しているが、緊急事態下で機材を現場に持
ち込めず、今後の事態の改善を待ちたい。他
方、育種チームとの連携による質の確保、種
子消毒のシステム化、貯蔵方法の改善などは
取り組める活動だ。

３）普及システムを通じたインフォーマル種
子システムへの質の高い種子の供給
①クラスターアプローチによる大規模展示
（LSD）
プロジェクトの核となっているのが、大規

模 展 示 活 動（Large Scale Demonstration: 
LSD）だ。2015 年頃より、エチオピア政府
はクラスターアプローチ（同じ環境条件下で
同じ作物品種を生産する近隣農家集団を対象
とし約 10ha の栽培規模を目安とする）によ
る農業開発を推進している。これを農業改革
機構（現Agriculture Transformation Institute: 
ATI）が、Agricultural Commercialization 
Cluster として推進し、現在ではクラスター
アプローチが農業開発のデフォルトになって
いる。クラスターアプローチに沿って LSD
を主に新興コメ生産地域に戦略的に配置し、
プロジェクトが推奨品種の認証種子を参加農
家に提供する。リボルビング種子の回収を含
む合意書が関係者間で交わされる。
②リボルビング種子によるスケールアップ活

動
回収されたリボルビング種子を使い郡農業

２ 提供された認証種子と同じ量を収穫後に農業事務
所に返す。
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事務所が次作期に LSD と同様に新たなクラ
スターを設立してスケールアップ活動を実施
して、推奨品種のインフォーマル向け種子供
給を拡大させる。計画ではスケールアップか
らリボルビング種子を回収してもう１シーズ
ン、スケールアップを行うこととしている。
③普及員研修

LSD の準備にあたっては、プロジェクト
が対象地域の担当普及員に対して「講師養成
研修（ToT）」を実施する。主な研修内容は
㋐ LSD 実施方針（種子配布と合意書の作成、
リボルビング種子システムおよびスケールア
ップ活動概要等）、㋑コメ生産技術パッケー
ジ（推奨品種、栽培技術、種子生産、作物保
護およびポストハーベスト／農業機械化）、
㋒農家研修実施方針（研修実施計画案と栽培
暦の作成および種子配布／合意書説明等）お
よび㋓モニタリングデータの収集／報告様式
の説明である。また、技術パッケージの技術
21 種をピクチャーカードに纏め、農家研修
用の資料として各普及員に配布する。
④農民研修

ToT を受講した普及員は、それぞれの担
当地区のクラスター農家を対象に農家研修を
行う。農家研修では担当普及員が① LSD 実
施方針（合意書作成、種子配布およびリボル
ビング種子システム）の説明、②ピクチャー
カードによるコメ生産技術パッケージ（推奨
品種、栽培技術、種子生産、作物保護および

ポストハーベスト）の説明、③栽培暦（播種、
除草、施肥、登熟期および収穫等）と目標収
量設定等についての検討を村の農業普及事務
所に隣接する Farmer Training Center にお
いて開催する。
⑤これまでの LSD およびスケールアップ活

動の実績
2023 年は対象４県 12 郡 65 クラスターに

おいて栽培面積 784ha と農家 2163 戸からな
る LSD を設置し、普及員研修を播種期前の
2023 年５月中旬に 99 名の普及員に実施した。
その後、普及員は各担当クラスターで 2146
戸の農家に農家研修を実施した。

2024 年は、不安定な治安状況下にあるが、
ARBoA と FNRRTC の尽力により４県 10 郡
31 クラスターで栽培面積 325ha、農家 757 戸
からなる LSD 活動が開始されている。普及
員研修は 2024 年５月に 35 名に実施し、普及
員による農家研修が 773 農家に対して実施さ
れている。

2023 年の生産から回収されたリボルビン
グ種子を使った 2024 年のスケールアップが
各農業事務所によって準備された。ARBoA
からの報告によれば、普及員による 899 農家
への研修が実施され、現在までに農家 1006
戸からなる 43 クラスターで、451ha への播
種が終わっている。これまでの活動実績を表
３に纏めた。

表３　2023 年および 2024 年の LSD とスケールアップ活動の実績

区分 県 郡 クラスター 農家戸数 栽培面積（ha） 収穫量（t） 単収（t/ha）
LSD（2023 年） 4 12 65 2,163 784.5 2,768.7 3.53
LSD（2024 年） 4 10 31 757 325.0 - -
Scale-up（2024 年） 4 11 43 1,006 451.0 - -

計 - - 139 3,926 1,560.5 - -
出典：「プロジェクトモニタリング調査報告」より抜粋し作成
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４）認証種子生産の強化
当国のコメ生産では、その殆どが農家間で

の交換または売買取引されるインフォーマル
種子が用いられていると考えられる。しかし
ながら、推奨品種の速やかな普及を図るため
には認証種子生産の拡大が急務のため、本プ
ロジェクトでは原種および認証種子の生産農
家を育成するために Seed LSD を設置した。

2023 年には、計 65 クラスターのうち、８
クラスターを Seed LSD として実施した。こ
のうち５クラスターは種子生産・販売組合連
合または種子生産公社との共同による種子生
産組合研修も行った。

南ゴンダール県の４クラスターは同県に所
在するグナ種子生産・販売組合連合（Guna 
Seed Multiplication and Marketing Union: 
Guna Union）、西ゴジャム県北アチェフル郡
の １ ク ラ ス タ ー で は ア ム ハ ラ 種 子 公 社

（Amhara Seed Enterprise）と連携して認証
種子生産を行い、種子の買取が行われた。ア
ウイ県で実施した３クラスターはエチオピア
種子公社（Ethiopia Seed Enterprise）と連

携した認証種子生産を計画したが、治安悪化
の影響により同種子公社および州種子検疫事
務所による圃場検査、種子サンプル調査およ
び買取交渉が実現できなかった。2024 年は
３県８クラスターで Seed LSD を実施中であ
る。

Seed LSD の概要を表４に纏めた。

５）LSD、Seed LSD 活動の課題
①種子の品質

EGS と認証種子の品質に懸念があり、育
種家種子から認証種子の配送まで、すべての
プロセスの点検が必要である。また、認証種
子の検査プロセスも、検査官の交通費が生産
者側の負担になるなど、課題はある。
②種子の適期配布

種子の公定価格の決定に時間がかかるた
め、価格決定から購入契約、配送までの期間
が短く、地方への配送が遅れる。また、EGS
についても、試験場での検査結果が遅れるた
め、Seed LSD への原種種子供給が遅れる。

表４　Seed LSD による認証種子生産の概要

実施年 県 クラスター 栽培面積（ha） 販売量（t）買取価格（ETB/t） 種子生産組合 / 公社等
2023 年 南ゴンダール県  4    50 69.39 45,600 Guna Union

西ゴジャム県  1     6 10.44 48,900 Amhara Seed 
Enterprise

＊＊アウイ県  3  62.5 - Ethiopia Seed 
Enterprise

2024 年 南ゴンダール県  5    50 - - Guna Union

西ゴジャム県  1    10 - - Amhara Seed 
Enterprise

アウイ県  2    20 - - Ethiopia Seed 
Enterprise

計 16 198.5 79.83
＊ドル / エチオピアブル（ETB）換算レート：57 エチオピアブル / １ドル（2024 年 7 月）
＊＊ 2023 年は、公社（Ethiopia Seed Enterprise）による買い取り無し
出典：「プロジェクトモニタリング調査報告」より抜粋し作成
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③認証種子の買取
Seed LSD での種子生産は、種子生産・販

売組合連合／種子公社との契約が一部の生産
者グループでうまく交わせなかったことと、
契約があっても買取業者側で販売先が確定し
ないと買い取らないため、あるいは公定価格
から経費を差し引いた買取価格に生産農家の
合意が得られず、生産した種子の一部が売れ
残った。
④種子回収率の向上

2023 年生産物からの種子の回収は、治安
状況に大きく影響を受け、回収率が 58％に
とどまった。治安に加えて、回収した種子を
貯蔵する適切な施設が村レベルにないという
ことが分かった。
⑤その他のコメ振興事業との連携

アムハラ州は 2024 年のコメ作付面積の目
標を 27 万 ha に設定している。必ずしもこ
の面積が達成されるわけではないものの、相
当数の農家に動員がかかり、州の予算で種子
が配布されることだろう。この州主体の事業
では、主に本プロジェクトが支援した LSD
から種子を調達して事業を展開していると聞
いており、すでにプロジェクトのインパクト
が見られるのは喜ばしいことである。

おわりに

本稿では、エチオライス２プロジェクトが
取り組むアムハラ州のコメ普及と種子供給強
化の活動を紹介した。2023 年８月以降は、
日本人専門家はアムハラ州から首都アディス
アベバに退避し、プロジェクトのローカルス
タッフも在宅業務となっているため、遠隔で
プロジェクト実施・運営を行っている。この
ような困難な状況下ではあるが、カウンター
パート機関の FNRRTC と ARBoA の尽力に

よりプロジェクト活動は計画通りとは言えな
いが停滞することなく、2023 年は当初計画
の８割、2024 年は３割の規模で継続してい
る。また、2023 年のリボルビング種子を用
いたスケールアップ活動も計画の５割の規模
で開始されている。

今後の課題としては、① EGS 生産体制強
化の継続、② LSD および Seed LSD で生産
されるフォーマル種子の品質の把握と改善、
③リボルビング種子回収の改善、④活動の経
験をアムハラ州コメ普及システムモデルとし
て取り纏めることが挙げられる。更に、治安
状況が回復すれば、⑤農家レベルの種子生産
技術の向上と⑥ LSD とスケールアップを通
じたインフォーマル種子システムにおける品
種の拡がりや種子品質の変化の調査を実施し
たいと考えている。

また、コメ生産新興地域においては精米所
へのアクセスが困難なため、プロジェクトで
はすでに精米事業展示実証活動に取り組み始
めた。エチオライス２プロジェクトでは、
LSD 活動を通してインフォーマルおよびフ
ォーマル種子生産体制の強化を図りつつコメ
バリューチェーンの改善を加味してアムハラ
州のコメ普及システムの改善に取り組んでい
くことを計画している。

参考・引用文献
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Mulugeta Atnaf et al .（2021）：Why has 
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特集：食と栄養のバリューチェーン

柏崎　佳人

はじめに

ウシの「ゲップ」問題などで気候変動対策
の観点から近年肩身の狭い思いを強いられて
いる畜産業であるが、その原因の１つとして
ウシの排出するメタンガスは地球温暖化係数
が 28（温室効果が二酸化炭素の 28 倍）だと
いう事実がある。また家畜飼養（消化管内発
酵）による排出ばかりではなく排泄物からの
温暖化ガス発生も見込まれ、その１つである
一酸化二窒素は同係数が 265 であることが知
られている。しかしウシやヒツジなどの反芻
獣は人間が利用できない牧草や野草を栄養的
価値の高い肉や乳に変換してくれる動物であ
る。つまりルーメンフローラと呼ばれる第一
胃内の微生物が、アンモニアや尿素などの非
タンパク態窒素（NPN）をタンパク質に変
換可能な窒素源へと転換する。

京都大学大学院の広岡教授は、以下の３点
から客観的な事実と科学的な知見に基づき

「畜産の必要性」について論じている：１）
FAO に よ る 消 化 性 必 須 ア ミ ノ 酸 ス コ ア

（DIAAS １）、２）人間が食料として利用でき
る飼料の可食部分に含まれるエネルギーやタ
ンパク質に注目し、酪農全体の利用効率を試
算した研究結果、そして、３）正味タンパク
質寄与量（HeP ２×PQR ３）である。農産物
と畜産物の DIAAS を比較した場合、総じて
動物性タンパク質の質は植物性のものよりも
高く、乳や肉のような畜産物の数値は植物の
中でもタンパク質が豊富なダイズよりもさら
に高くなっている。また搾乳牛は人間が食料
として利用できる飼料のエネルギーに対して
1.33 倍のエネルギーを乳として生産している
という研究結果がある。そして正味タンパク
質寄与量が 1.0 より大きい場合、飼料より畜
産物の方がヒトが必要とする質のタンパク質
をより効果的に供給できることを示してお
り、畜産物の中ではウシ全般が 2.81、乳牛

（3.78）、採卵鶏（1.04）と 1.0 を超えている。
さらに持続可能な畜産物の摂取量に係る研究
結果から、日本人における畜産物からのタン
パク質摂取量（厚生労働省 2020）は、既に
ヨーロッパにおいて議論されている適正な摂
取量に相当しているという。

以上を踏まえた上でさらに付け加えるとす
れば、畜産は農作物の育たない痩せた土地に

家畜衛生にまつわる国事情
―食と栄養と国際協力と―

KASHIWAZAKI Yoshihito: Country-wise Features 
on Animal Health ―Food, Nutrition and 
International Cooperation―.

1 DIAAS: digestible indispensable amino acid 
score：含まれているアミノ酸の組成だけでなく、
そのタンパク質がどのくらい消化され易く体内で
利用され易いかを総合的に判断した指標（コムギ
40.2、 ダ イ ズ 99.6 に 対 し、 牛 肉 は 109.3、 鶏 卵
111.6）。

2 HeP: Human-edible feed conversion efficiencies for 
protein：可食飼料中のタンパク質量に対する畜産
物のタンパク質量比。

3 PQR: protein quality ratio：可食飼料のタンパク質
の質に対する畜産物タンパク質の質の高さを表す。
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おいてもヒトが営み生活の糧を得ることので
きる産業であり、世界的にみると中東各国、
南米ではウルグアイ、アルゼンチンやパラグ
アイ、そしてアフリカでは多くの国で欠かせ
ない産業と捉えられている。「アフリカの真
珠」と呼ばれる緑豊かなウガンダにおいてさ
え、国土の東北部から西南部にかけて農耕に
適さない土地が広がっているが、その地域は
牛回廊（Cattle Corridor）と呼ばれウシの飼
養が盛んに行われている。また、アフリカに
は家畜にトリパノソーマ症（ヒトでは「眠り
病」）を媒介するツェツェバエが生息してい
るため伝統的にウシの飼養はツェツェバエの
生息域を避ける様に行われてきたが、防除対
策が功を奏して生息数が減った 90 年代以降、
その生息域においても家畜が飼養される機会
が増し、再びトリパノソーマ症の感染を増加
させているという。このような感染症は家畜
の生産性を著しく低下させることから、家畜
衛生対策は気候変動緩和策として有効である
ことが認知されてきている。

本稿においては筆者がこれまでに活動経験
のある地域における家畜衛生事情を概観する
と共に、それぞれの国または地域において好
まれる、畜産物に係る伝統的な食文化を紹介
したい。本稿が、異なる地域における畜産バ
リューチェーンの幅を広げる参考となれば幸
いである。

１．シリアとパレスチナ
本多勝一の著書『アラビア遊牧民』（1984）

に拠れば、人種と生活様式で世界の民族を区
分した場合、日本人はモンゴロイドの農耕民
であり、アラブ人はコーカソイドの牧畜民と
分類され対極に位置するという。そのアラブ
の雄であるシリアが筆者にとって青年海外協

力隊員としての任地であり、初めての外国と
なった。既に 40 年前の話である。当時シリ
アにはベドウィンと呼ばれるヒツジとヤギを
飼養する遊牧民が多数おり、冬はシリア砂漠
内を廻遊し、夏になるとオロンテス川沿い、
いわゆる「肥沃な三日月地帯」に移動すると
いう遊牧生活を続けていた。そして数年前に
シリアとほぼ同地域に位置するパレスチナ西
岸地区へ赴任する機会を得たが、同地におけ
るベドウィンはイスラエルの圧力により遊牧
が制限され、定住生活に移行している家族も
多く見られた。その様な人々の間を渡り歩い
て得たヒツジに係る衛生状況および彼らの食
生活について概説する。

１）家畜衛生状況
40 年前のシリアでは、ヒツジを取り巻く

衛生上の問題は古典的な内部寄生虫感染症が
主体であり、単発的な発症例を除けば人獣共
通感染症であるエキノコックス症（単包虫
症４）などが広まっていた。そんな中、筆者
が赴任していたハマという街の郊外にヒツジ
の生体市場とそれを取り囲む様に畜舎が立ち
並ぶマザーレブと呼ばれる地区があり、そこ
で小反芻獣疫５の大発生が起きた。すぐに移
動禁止、淘汰、リングワクチネーション６な

４ 単包虫症としての病名を表す「Echinococcosis」：
ヒツジ（中間宿主）と野犬（終宿主）の間で感染
環が形成され、ヒトは中間宿主となり得る。日本
におけるエキノコックス症は多包虫症であり、野
ネズミ（中間宿主）とキツネ（終宿主）の間で感
染環が形成されている。

５ Pest de Petits ruminants：ウシの牛疫に相当する
ヒツジとヤギのウイルス感染症であり、感染力致
死率共に非常に高い。

６ 感染症蔓延防止のために発生地域の周囲にワクチ
ン接種帯をつくる方法で、発生農場から半径５〜
10km 範囲の感受性動物にワクチンを接種すること
が多い。
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ったという。私自身の大学生時代、クリプト
スポリジウムが新生仔羊に大量死を起こすと
は習わなかったし、ネットの日本語サイトで
検索してもその様な情報は全く見つからなか
った。ところが英語で検索してみると確かに

「クリプトスポリジウムによる仔羊の大量死」
に係る詳細な情報が見つかった。その農家が
購入した抗クリプトスポリジウム剤は 500ml
のボトル１本が 200 ドルという高価な薬であ
ったが、農家は問題が解決して喜んでおられ
た。自力で解決したのであるからたいしたも
のである。改めて診断の重要さを認識した。

西岸地区の西北、準海岸地区カルキリアの
農家でも新生仔羊の大量死が起きていた。話
を聞いてみるとどうも先の農家とは様子が違
う。この農家も検体（血清）を検査に送って
いたが、流産を主徴とするブルセラ病、クラ
ミジア病、トキソプラズマ病、Ｑ熱について
は陰性であったという。また下痢の症状が無
いことからクリプトスポリジウム症も考えに
くい。そこでたまたまお目にかかった動物用
医薬品会社の社長に尋ねたところ「大腸菌症」
ではないかとのこと。再びネットの英語サイ
トを検索したところ、症状や疫学的な発生状
況が大腸菌による「Watery Mouth Disease８」
という疾患と一致した。初めて聞く病名であ
る。その地域では他にも同様の発生農場が数
軒あり、新生仔羊 200 頭中 150 頭が死亡した
という農家もあった（イスラエルのラボに検
体を送り「大腸菌症」と診断されている）。
いずれも衛生管理さえ適切に行われていれば
防ぐことができる感染症であるが、彼らにと
ってはなかなかそれも難しい。

そこでプロジェクトが推奨したのはカー
フ・ハッチならぬラム・ハッチである。前者
は仔牛の下痢や肺炎を防ぐために１頭ずつ育

どの措置が執られたが、発生は当該地区に留
まりベドウィンの羊群へ広がることはなかっ
た。40 年前にしてはなかなか素早く徹底し
たシリア政府の対応であったと思う。

一方、パレスチナ西岸地区は三重県ほどの
広さしかないが、西南部の死海は海抜マイナ
ス 433m と低く中央部には高地が連なるた
め、地域により気候が異なる。その西岸にお
いて実施された「パレスチナ市場志向型農業
のための農業普及改善プロジェクト」では、
西岸地区を縦に４地区（東側よりヨルダン渓
谷、中央高地、東傾斜地、準海岸）に分け、
畜産を含む農家グループに対して SHEP ア
プローチによる普及活動を行った。そこで対
象となった畜産農家グループが抱える一番の
問題は新生仔羊の斃

へい

死
し

であり、大量死に繋が
る農家が多発していた。最初に視察したヨル
ダン渓谷の牧場では生後１週間以内に半数以
上の新生仔が死んでいるという話を聞いた
が、農家での状況からは原因が推測できなか
った。そこで同じような状況にあるという定
住したベドウィンの農家を訪ねたところ、「既
に大量死は収まった」と言うので経緯を尋ね
てみた。するとその農家は検体を検査機関に
送って「クリプトスポリジウム症７」という
診断結果を得ていた。そこで臨床獣医師に「抗
クリプトスポリジウム剤」を処方してもらい
生後すぐに飲ませたところ死亡事例が無くな

７ Cryptosporidiosis：原虫による人獣共通感染症で
あり、下痢を主徴とするが、成獣では通常死に至
る程重篤化しない。

８ WMD：仔羊では消化管内において未だ胃酸が産生
されないために大腸菌が爆発的に増殖し（成長す
ると胃酸によって細菌の増殖が抑えられる）、その
増殖した細菌が死ぬことによって菌体内毒素（エ
ンドトキシン）が放出される。その量が肝臓の解
毒容量を超えると、その毒素による症状（元気消失、
食欲廃絶、流涎、腹部誇張）が現れる。
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てる小さな小屋であり、日本でも既に 40 年
以上前から導入されている。その仔羊版が後
者で、生後初乳を飲ませた後に親から引き離
し、別々に育てることで親からの病原体感染
を予防するというアイディアだ。もちろん授
乳を人手で行わなければいけないために手間
がかかる。これをプロジェクトの農家研修で
紹介すると、それを取り入れる農家が現れす
ぐに効果が実証された。その農家を好事例と
し、現地訪問という形で他グループの農家に
見せたところ、すぐにまた真似をする農家が
現れた。農家から農家へ技術や方法を伝える
という普及手法は説得力があり根付き易いと
感じた。

２）畜産物に係る食文化（シリアとパレスチ
ナ）

40 年前シリアで飼養されていたヒツジは
アワシ種といって 5000 年以上も中近東で飼
育されてきた品種であり乳も皮革も肉も活用
される。現在パレスチナではより乳量の期待
できるアッサフ種が主流となっているが、臀
部に脂肪塊を抱えるアワシ種は未だ健在であ
る。ベドウィンは砂漠で夕方に羊群を引き連
れて遊牧からキャンプ地に戻ると、ヒツジの
顔を交互に向かい合わせる形で２列に並べ、
一本の長いロープで脚を保定して搾乳を始め
る（写真１）。その搾った生乳はすぐにフェ
タチーズ９に加工して保存し、マーケットで
小売店に卸す。こうすることによってコール
ドチェーンのない砂漠でも生乳を加工し収入
に繋げることができる。砂漠のバリューチェ
ーンである。シリアでは小型のコッペパンに
このチーズのスライスを挟んで圧縮ホットサ
ンドに調理したものが、バスの休憩所などで
売られていた。他にも羊乳はラバンという飲

むヨーグルトに加工して販売される。また羊
乳はスイーツにも多用されており、筆者の赴
任 地 で あ っ た ハ マ は ハ ラ ウ ィ・ ジ ブ ネ

（Halawet el Jibneh）10 の産地として有名であ
る。アラブの定番スイーツであるクナーフェ
もモッツァレラチーズをベースとしている。

一方、肉はといえば、細切れ肉を串に刺し
て焼いた「シャカフ」や挽肉を串に巻いて焼
いた「ケバーブ」、また何層にも重ねた肉を
金属製の串に突き刺した状態で回転させて焼
き、削いだ肉をホブス（アラブの平焼きパン）
で包む「シャウルマ」などは日本でもおなじ
みであるが、挽き割りの全粒小麦から作られ
るブルグルの中に挽き肉を入れてさっくりと
揚げた「クッベ」は歴史的にシリア地方の料

９ ギリシャ原産のチーズ。温めた羊乳に乳酸菌と凝
乳酵素（レンネット）を加えて固める。それをア
ラブでは一辺が 30cm 程度の木綿の布で包み水分
を抜いた後で塩水に入れて保存する。それゆえシ
リアやパレスチナのフェタチーズは厚さが２cm、
一辺が 15cm 程の正方形をしている。

10 融解したモッツァレラチーズに小麦の粗挽き粉を
加えて生地を作り、その上にフレッシュクリーム
を塗り広げてからロール状に巻くか、何層かに重
ねる。トッピングとして挽き割ったピスタチオを
まぶしシロップをかけて食べる。ハマではキロ単
位で量り売りされていた。

写真１　�シリア砂漠でヒツジを 2列に並べて搾
乳をするベドウィンの親子。
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理であり、歩きながらおやつ感覚で食べられ
手頃である。他にもホブスの中（空洞部分）
に挽肉を入れて焼いた「アライエス」はパレ
スチナ赴任中の定番昼食であった。家庭料理
ではクーサ（アラブの緑色のナス）の中をく
りぬき、コメと挽肉を詰めてトマトスープ（又
はレモンスープ）で煮込んだクーサマハシは
日本人にも評判のアラブ料理である。遊牧民
の蒸し焼き料理「ザルブ」については写真２
を参照のこと。

２．ウルグアイ
中東から東へ大きく回り込み南米のウルグ

アイ（正式にはウルグアイ東方共和国）へ飛
ぶ。ウルグアイはアルゼンチンとブラジルと
いう大国に挟まれた小国ながら、かつては畜
産先進国と呼ばれ第１回 FIFA ワールドカ
ップを全額自己負担で開催し初代優勝国とな
っている。日本の半分ほどの国土に約 350 万
人が暮らし 1000 万頭のウシを飼養する畜産
立国である。国土のほとんどは起伏の多い平
野でその 80％はウシの放牧地として利用で
きる。ヨーロッパ系の白人が国民の約９割を
占めることから、アラブ同様にコーカソイド

の牧畜民と分類される（写真３）。

１）家畜衛生状況
ウルグアイは長年「口蹄疫 11」の発生に悩

まされてきた。しかし国を挙げての取り組み
により 1994 年には国際獣疫事務局により「ワ
クチン非接種口蹄疫清浄国 12」と認定され、
米国や日本へも牛肉を輸出していた。2000
年 10 月、北部で口蹄疫の発生が確認された

11 foot-and-mouth disease（FMD）：ウシ、ブタ、ヒ
ツジ等、偶蹄類の急性伝染病。主症状は、口腔内
や蹄間、乳房における水疱や糜爛の形成であり、
それによって流涎や歩行障害を呈する。感染動物
は急激に痩せるが致死率は低い。急速に伝播し畜
産業に甚大な影響を与えることから、世界中で最
も恐れられている家畜伝染病である。日本では
2000 年３月、宮崎県において 92 年ぶりに口蹄疫
が発生している（４件）。その後、2010 年にもも
う一度発生が繰り返された（292 件）。

12 シカやイノシシなど口蹄疫ウイルスに感受性のあ
る野生動物が数多く生息するため、ワクチンを接
種して家畜での発生が抑えられても野生動物が感
染巣となってウイルスが隠れている場合がある。
それゆえ「ワクチン非接種清浄国」を経て一定期
間経過後、「ワクチン接種清浄国」と認定される。

写真２　�遊牧民の伝統料理「ザルブ」：地中に埋
めたドラム缶の底に炭を敷き詰め、三
段重ねのバーベキュー網に野菜や羊肉、
鶏肉を乗せてその缶内に入れ、缶に蓋
をして砂をかけ数時間かけて蒸し焼き
にする。写真は缶から三段網を取り出
して皿に並べているところ。

写真３　�ウルグアイの牧場でウシの世話をする
ガウチョ。逃げ出したウシをロープで
捕まえようとしている。
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がすぐに防疫体制が敷かれ、この時は封じ込
めに成功した。しかし同年、パラグアイで流
行が疑われ、さらにアルゼンチンでも口蹄疫
の流行が広がる気配を見せ始め、2001 年に
入って実際に国境を接する州の農場で発生が
確認された。そんな中、４月に入り１週間の
イースター休暇が始まった。休暇中、ウルグ
アイにはアルゼンチンから観光客が大挙して
押し寄せる。車やボートに大量の食料を積ん
で川を渡りウルグアイの別荘で休暇を過ごす
のだ。ウルグアイ側では観光客の入国に神経
をとがらせ厳しく検疫を行ったのはもちろん
であるが、休暇が明けた翌週に危惧していた
口蹄疫の再発生が確認された。場所は国境の
川沿いにある農場で両国をまたぐ橋の近く、
当時日本を公式訪問中であったバジェ大統領
は予定を切り上げて帰国の途についている。
ウルグアイ政府は発生の２日後には殺処分と
移動禁止による防疫を諦め、発生地周辺への
ワクチン接種を決めている。その経過は表１
の通り。

結局ウルグアイでは８月 20 日に発生した
症例を最後に流行が収まり、９月の最終週に
口蹄疫の流行が終息したと発表された。この
間、口蹄疫の発生が確認された農場は 2057
戸に上った。噂では届け出なかった農家も多
いという事なので、実際にはより大きな数字
と推察される。

この流行はちょうど筆者のウルグアイ赴任
中に起きた。流行の最中地方へ出張した折、
地域ラボのスタッフに発生農家へ連れて行か
れた。致死率の低い口蹄疫にもかかわらず「ウ
シがバタバタと死んでいる」という知らせを
受けての調査であった。農場に到着すると道
路沿いの柵の近くでウシが佇みこちらを凝視
している。準備をして牧場内へ車で入ると、

通常であれば雲散霧消するウシが全く動かず
に立ち尽くしている。脚の水疱が痛くて動け
ないのだとすぐにわかった。中にはすごい勢
いで涎を垂らしているウシもおり、学生時代
に教科書で読んだ「滝の様な 流

りゅう

涎
ぜん

」を目の
当たりにした。さて牧場の深部へ進むと数頭
のウシの死体が転がっていた。我々は死因を
探るべく牧野で３頭のウシを解剖した。共通
して観察された所見は口蹄疫による水疱であ
ったが、おおよそ治癒に近い病変であり死因
とは考えられない。他には心肥大が観察され
たが、仔牛では心筋炎による高死亡率が報告
されているものの成牛では考えにくい。同時
期ウルグアイでは天候不順が続き牧草の生育
が悪かった。そこで胃内容物の硝酸塩の有無
を簡易法で調べたところ検出された。口蹄疫
から回復した空腹のウシが硝酸塩を含む牧草
を大量に摂取したことに拠る硝酸塩中毒 13

13 Nitrate Poisoning：日照不足、日照り、大雨等の
気候不順、 過剰な施肥等の要因で植物内に硝酸塩
が過剰に蓄積することがある。そういった硝酸塩
過多の飼料をウシが大量に採食すると、硝酸塩が
第一胃内で微生物により還元され亜硝酸塩を生じ
る。それが血中に吸収されると、ヘモグロビンと
結合し酸欠状態を引き起こす。急性の場合にはチ
アノーゼ、貧血及び呼吸困難等の重篤な症状を発
して急死する。

表１　�2001 年ウルグアイにおける口蹄疫発生
の経緯

４月 25 日 アルゼンチン国境ソリアーノ県の川沿
いにある農場で発生を確認 

４月 29 日 ８つの県にわたる 56 戸の農場で発生
を確認（ウルグアイは全 19 県）

５月１日 80 戸で発生を確認、13 ヵ所の屠場を
閉鎖

５月２日 国を東西でワクチンの非接種と接種地
域に分け防疫を実施

５月５日 190 戸に拡大、５月末までに全家畜へ
のワクチン接種を決定

５月 17 日 589 戸で発生を確認
６月１日 1,158 戸で発生を確認
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が死因と判断した。後に胃内容物のラボにお
ける検査でも硝酸塩が検出された。当該農場
では、早期に感染して治癒したウシと感染初
期で臨床症状を呈しているウシが混在してい
たことから、前者が生育の悪い牧草を摂取し
死亡したと推察された。

上述の通り口蹄疫によるインパクトは大き
い。特に清浄国ではなおさらである。後日筆
者が訪れたカンボジアやパキスタンでの常在
地域では、同じ村内でも発生農家と未発生農
家が混在しており、伝染力の強い口蹄疫とし
ては理解し難い状況にあった。常在化してい
る地域では自然免疫を有している個体が多い
事から大発生には繋がらないと考えられる。
とはいえ口蹄疫の有無は家畜の生産性や畜産
物の輸出入に大きく影響するため、畜産が主
要産業である国々ではそのコントロールが主
要課題となっている。

２）畜産物に係る食文化（ウルグアイを含む
南米）

南米の多くの国で「アサード」と呼ばれる
焼き肉が供されることはよく知られており、
ウルグアイでもその例に漏れない。しかし日
本の焼き肉とは大きく異なり、ユーカリなど
の薪を燃やして「おき（炭火の様になったも
の）」を作り、その上の金網に様々な部位の
肉や臓物、ソーセージ（チョリソ）等を並べ
て遠火でじっくり焼く。ほとんどの家にはア
サードのためのかまどが設置されており、来
客がある場合には食事の２時間以上前から焼
き始める。一般にはこの焼肉の味付けは塩だ
けである。ウルグアイに多いヘレフォード種
は赤身の多い肉であり、日本人には物足りな
いかもしれないが脂身が少ない分肉の味を噛
みしめながら結構な量を食べることができ

る。またチョリソは日本で知られているもの
よりかなり太く、直径３cm 程度はある。基
本的にドゥルセ（甘味）とサル（塩味）の２
種類があり、さらに血液を練り込んだチョリ
ソも人気がある。他に軽食では「チビート」
という伝統的なウルグアイ風ハンバーガーも
お薦めで、日本人には腹に響く程のボリュー
ムがある。

そして忘れてはならないのは「ドゥルセ・
デ・レチェ」と呼ばれる固体または液体キャ
ラメルであり、砂糖を入れた牛乳をゆっくり
と加熱して作られる。濃厚ミルクジャムと称
される通り、トーストに塗って食されたりア
イスクリームにかけたりと数多くのスイーツ
に活用され、日本でいえば「餡」の様な食材
かもしれない。牛乳をストーブで温めていた
老婆が寝込んでしまい、目が覚めるとドゥル
セ・デ・レチェができていたという誕生スト
ーリーを耳にしたが、真偽のほどは定かでな
い。

３．ナミビア
さらに大西洋を横断しアフリカ南部のナミ

ビアへと渡る。かつてはドイツの植民地であ
り、南アフリカ連邦の委任統治領を経て 1990
年に独立を達成したまだ若い国である。南部
はドイツ系やオランダ系のナミビア白人が多
いが、北部は在来の黒人（ネグロイドの採集・
狩猟民：同様に日本人と対極に位置する）が
大多数を占める。南アフリカ同様に地下資源
に恵まれ鉱業が盛んであるが、南部にはナミ
ブ砂漠が広がり土地が農耕に適さないことか
ら伝統的に畜産業が盛んであり従事人口も多
い。
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１）家畜衛生状況
ナミビアでは南アフリカ連邦の委任統治領

時 代、 国 を 横 断 す る 様 に 獣 医 警 戒 柵
（Veterinary Cordon Fence: VCF）を建設し、
その南部側において口蹄疫を撲滅することに
成功した（図１）。1965 年のことなので既に
60 年近く前、アパルトヘイト政策により成
し得た事業と言える。それゆえ VCF 以南の
地域はナミビア輸出地域と呼ばれ早くからヨ
ーロッパへ牛肉の輸出を続けており、2020
年にはアメリカへの輸出も開始されている。
逆に取り残された形の北部は、アンゴラとの
長い国境線を有しているため家畜の越境移動
が絶えず、年２回のワクチン接種を実施して
いるが、近年では 2015 年と 2020 年に口蹄疫
の 発 生 を 経 験 し て い る（USDA-APHIS 
2022）。

ウシの飼養頭数は VCF 以南が 136 万頭（54
％）であるのに対し VCF 以北が 116 万頭（46

％）とほぼ拮抗している。そこで政府は北部
における畜産農家支援を独立行政法人国際協
力機構（以下、JICA）に要請し 2021 年に「北
部ナミビア小規模農家生計向上プロジェク
ト」が開始された。当該案件は畜産に SHEP
アプローチを適用した初めてのプロジェクト
である。ナミビア北部の農家は伝統的に家畜

（特にウシ）を財産として飼養しており同時
にステータスでもあることから、金銭的な必
要性が低い場合はウシを手放さない。そこで
プロジェクトでは畜産をビジネスとして捉え
る様に促し、農家の生計向上に繋げるという
スタンスで活動を実施している。

筆者は 2013 年に「北部農業開発プロジェ
クト詳細計画策定調査」、2017 年から 2018
年に「市場志向型農業・畜産振興に向けた情
報収集・確認調査」、そして 2023 年には当該
プロジェクトに短期専門家として携わった
が、ウシの多さに比べて配置されている獣医
師等家畜衛生スタッフの数が圧倒的に少な
く、農家に対するサポートが追いついていな
い状況がよく理解できた。そもそもナミビア
に獣医学部が創設されたのは今から 10 年前
であり、獣医師の絶対数自体が少ないことも
その理由であるが、もうひとつに担当官がワ
クチネーション等による重要感染症の防疫業
務に忙殺され、なかなか個別農家への対応ま
で手がまわらないという状況がある。そんな
中で実施した実に 88 名の農家との聞き取り
調査では、農家が抱える課題として家畜衛生
に係る問題点が多数挙げられた。家畜が死ん
でしまっては元も子もないのであるから当然
と言えば当然である。

農家が挙げた課題としては特に内部寄生虫
関連が大多数を占め、他にはアナプラズマ
症 14、ボツリヌス症などの病名が出た。少な

図１　ナミビアにおける FMD浸潤地域
農灰色：防疫地域、淡灰色：感染地域、白色：
フリーゾーン、灰色線：獣医警戒柵（VCF）
出所：USDA-APHIS
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くとも内部・外部寄生虫症やアナプラズマ症
などの病気については、適切に対処すれば予
防・治療が容易な疾患である。その他に目立
った課題は乾期や干魃下における水と餌の問
題、次に放牧地管理であり、繁殖やマーケテ
ィングを課題として捉えている農家はひとり
もいなかった。駆虫は既に当時から実施して
いる農家が多く、プロジェクトにおける技術
関連質問票においても９割の農家が実施して
いると回答した。その上で未だに内部寄生虫
が課題として挙がるのであれば、販売されて
いる駆虫薬が本当に効いているのか否か、ま
た適切に駆虫プログラムを実施しているのか
否かを確認する必要がある。

当該地域の様に共有地における放牧を主体
とする飼養形態であれば内部寄生虫感染症や
ダニが媒介するアナプラズマ症が問題となる
ことは明白である。実際に 2013 年の乾期末
に訪れたオシャナ州 Uuvudhiya 地区にある
ダム湖（貯水池）には数多くの家畜が水を飲
みに集まってきており、湖畔には力尽きた若
いウシが何頭も転がっていた（写真４）。水
を飲んでいるウシには内部寄生虫重感染の症
状であるボトルジョー（顎下の水腫）を示す
個体が多数見られ、同行して頂いた獣医師に
促されて死んだウシの解剖を行ったところ、
ヘモンカス（捻転胃虫）と思われる多数の寄
生虫が第４胃粘膜に食いついているのが見つ
かった。ヒトで言えばアニサキスの様な寄生
虫であるから、さぞかし痛かったことだろう。

ボツリヌス症とはクロストリジウムという

細菌が産生する外毒素による中毒であるが、
ナミビアではその発症形態が異なる。通常は
土壌菌であるクロストリジウム菌に感染して
体内で毒素が産生され発症するが、ナミビア
では毒素そのものを摂取して発症するケース
が多い。その理由は乾期末になると牧草に含
まれるリンが減り、それを補うためにウシの
嗜好が変化し牧野に転がる死体等の骨をかじ
る様になるという。一方で水不足・餌不足が
常態化する同時期には餓死する家畜が増え
る。そういった死体の中で土壌菌であるボツ
リヌス菌が増殖し毒素を産生する。その毒素
をウシが骨をかじる時に摂取することにより
発症するという。オーストラリアのクイーン
ズランド州からも同様の発症例が報告されて
いる。ナミビア統計局の農業統計改訂版

（2019）に拠れば、北部地域における家畜の
損失原因は放牧に依存しない豚と家禽を除
き、ウシでは飢餓が 62.3％であり、疾病（22.0
％）の実に３倍近くに上っている。

以上、ナミビア北部において農家が抱える
課題を綴ったが、さてプロジェクトでどこま

写真４　�ナミビア北部オシャナ州のUuvudhiya
地区にあるダム湖。乾期末（10 月末）
で水不足のため、多くの家畜が水を飲
みに集まってくる。

14 Anaplasmosis：ダニにより媒介されるリケッチア
（病原微生物の一種で、細菌に分類されることもあ
れば寄生虫の一種である原虫として扱われること
もある）による赤血球感染症。貧血を主徴とし、
幼牛よりも成牛で重篤な症状を示す。
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で農家に解決策を提供する事ができるかは、
なかなかに前途多難、家畜衛生に限らず乾期
における餌や水不足にも対処しなければなら
ないのであるから尚更である。昨年、オムサ
ティ州 Outapi の獣医事務所を訪れた際に若
い獣医師にお目にかかった。どこで勉強した
のかと尋ねると「ザンビア大学獣医学部」だ
という。そこは JICA が 1980 年代から協力
を続けている大学である。またナミビア大学
獣医学部では、ザンビア大学獣医学部の教官
で、日本で学位を取得したドクターが教鞭を
執っていた。期限付で助っ人に来ているとの
こと、日本による援助のこういった広がりを
見るにつけ「継続の力」を感じる。これらの
リソースを活用し、初の畜産 SHEP プロジ
ェクトには実り多い成果を期待したい。

おわりに

筆者がウガンダで「家畜疾病対策計画」に
従事していた 2008 年、５県の獣医事務所で、
附属する簡易ラボを改修し機材を揃え、協力
隊の短期隊員を送って疾病調査を行った。当
時はプロジェクトが終わればすぐに使われな
くなってしまうだろうと高を括っていた。そ
の後 2021 年にウガンダを再訪する機会を得
て各獣医事務所を訪れてみると、ムバレ県で
はアメリカの国防脅威削減局（DETRA）が
東部地域獣医診断ラボラトリーに指定し、事
務所とラボのさらなる改修を行っていた。キ
ボガ県では帯広畜産大学のグループが JICA
草の根技術協力「マダニとマダニ媒介感染症
制御による畜産農家支援プログラム」の拠点
ラボとして整備し、プロジェクトに活用して

いた。ムピジ県でもラボ技術者を雇用し、当
時のままに維持していた。国際協力にはこう
いった展開もあるのか、何事も無駄ではない
のだなあと感じ入った次第である。かのシェ
ークスピアの言葉を借りるとしたら「楽しん
でやる苦労は苦痛を癒やすものだ」（マクベ
ス第２幕第３場）だろうか。恐らく技術支援
は「賢明に、そしてゆっくりと。速く走るや
つは転ぶ」（ロミオとジュリエット第２幕第
３場）を肝に銘じて取り組む仕事なのかもし
れない。
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10 月 16 日は国連の定める「世界食料デー」です。国際
連合食糧農業機関（FAO）の創立記念日にも当たるこの
日には、飢餓の問題について意識を高め、行動を促すため、
世界中で、政府や企業、市民団体、メディア、若者を含む
一般市民が連携し、イベントや地域活動を展開します。

今年の世界食料デーのテーマは、「食への権利を より良
い生活と未来のために」です。現在、世界の農家は、地球
上のすべての人が食べていける分以上の食料を生産してい
るにもかかわらず、飢餓の問題はいまだに解決されていま
せん。食料、生命、自由、労働、教育などの人権は、世界
人権宣言と２つの法的拘束力のある国際規約によって認め
られています。今年の世界食料デーは、すべての人に適切
な食料への権利があることを改めて訴えています。

日本では 2008 年より、10 月を「世界食料デー」月間とし、
飢餓や食料問題の解決に向けて活動する団体や企業等が共
同で情報発信を行っています。今年も、飢餓や食料問題を
わかりやすく伝えるチラシの配布やウェブサイトでの発
信、イベントの開催が予定されています。詳細は下記ウェ
ブサイトをご参照ください。

世界食料デー 2024（FAO 駐日連絡事務所）
https://www.fao.org/japan/highlights/world-food-day/jp　

世界食料デー月間 2024
http://www.worldfoodday-japan.net/　

10 月 16 日は世界食料デー

FAO 寄託図書館のご案内 
（移転しました）

JAICAF では FAO が発信する多くの情報を効果的に利用できるよう、FAO 寄託図書館を運営し、FAO が発行す
る各種資料（電子版）や統計データベースに関するレファレンスサービスを行っています。お気軽にご相談ください。
WEB サイト：https://www.jaicaf.or.jp/resource/fao-library
E-mail：fao-library@jaicaf.or.jp
電  話：03-5772-7880　　FAX：03-5772-7680
住  所：東京都港区赤坂 8-10-39　赤坂 KSA ビル３F　JAICAF 内
※来館してのご利用は、完全予約制です。また、書籍は電子版のご案内となります。



JAICAF 会員制度のご案内

　当協会は、開発途上国などに対する農林業協力の効果的な推進に役立てるため、海外農
林業協力に関する資料・情報収集、調査・研究および関係機関への協力・支援等を行う機
関です。本協会の趣旨にご賛同いただける個人、法人の入会をお待ちしております。

１. 会員へは、当協会刊行の資料を区分に応じてお送り致します。
 また、本協会所蔵資料の利用等ができます。

２. 会員区分と会費の額は以下の通りです。

３. サービス内容
 会員向け配布刊行物（予定）
 　『国際農林業協力』（年 4 回）
 　『JAICAF Newsletter』（年 4 回）
 　その他刊行物（報告書等）（不定期）

 ほか、
 JAICAF および FAO 寄託図書館での各種サービス
 シンポジウム・セミナーや会員優先の勉強会開催などのご案内

　　　　　　　　賛助会員の区分 会費の額・１口

正会員 50,000 円／年

法人賛助会員 10,000 円／年

個人賛助会員 7,000 円／年

※　刊行物の海外発送をご希望の場合は一律 3,000 円増し（年間）となります。

※　一部刊行物は当協会ウェブサイトに全文または概要を掲載します。
　　なお、これらの条件は予告なしに変更になることがあります。

◎  個人で入会を希望される方は、裏面「入会申込書」をご利用下さい。
　  　送付先住所：〒107-0052 東京都港区赤坂８-10-39　赤坂KSAビル３F
　  Eメールでも受け付けています。
　  　E-mail　:　member@jaicaf.or.jp
◎  法人でのご入会の際は上記E-mailアドレスへご連絡下さい。
　  折り返し手続をご連絡させていただきます。不明な点も遠慮なくおたずね下さい。
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